







































原　科　幸　彦 社会工学、環境計画・政策、 参加と合意形成 学 長
藤　江　俊　彦 経営学系 大学院政策情報学研究科 名 誉 教 授
内　海　幸　久 ゲーム理論 商経学部 教 授
太　田　三　郎 経営分析 商経学部 教 授
小　林　　　航 経済学 政策情報学部 教 授
鈴　木　春　二 経済学 人間社会学部 教 授
田　野　　　宏 経済地理学 商経学部 教 授
齋　藤　香　里 社会保障 商経学部 准 教 授
佐　藤　哲　彰 経済学 人間社会学部 准 教 授
土　屋　和　之 会計学 商経学部 准 教 授
外　川　　　拓 マーケティング論、消費者行動論 商経学部 准 教 授
安　藤　　　崇 管理会計 商経学部 専 任 講 師
泉　　　絢　也 税法 商経学部 専 任 講 師
渡　邉　　　圭 会計学 会計教育研究所 専 任 講 師
相　原　安　澄 会計学 会計教育研究所 助 教
藤　川　信　夫 国際取引法 大学院　商経学部 客 員 教 授









　藤江俊彦先生が 2017 年 3 月に定年退職を迎えられました。藤江先生の千葉商科大学へ
の長年に亘るご貢献に対し，学長として心から謝意を表したいと思います。















































































1970 年 3 月　慶應義塾大学法学部政治学科　卒業
職歴：
1994 年 4 月〜 1996 年 3 月　淑徳短期大学英語学科　教授
1996 年 4 月〜 2002 年 3 月　淑徳大学国際コミュニケーション学部経営環境学科　教授
2002 年 4 月〜 2017 年 3 月　千葉商科大学政策情報学部　教授
2004 年 4 月〜 2017 年 3 月　千葉商科大学大学院政策情報学研究科　教授
2014 年 4 月〜 2017 年 3 月　千葉商科大学大学院政策情報学研究科　委員長
2017 年 4 月  千葉商科大学名誉教授
2017 年 4 月〜  千葉商科大学大学院政策情報学研究科　客員教授
学会および社会における活動等：
1972 年 5 月〜  日本経営管理協会会員（現在に至る）
1973 年12月〜 1983 年 4 月　日本経営者団体連盟　社内報センター委員
1978 年 6 月〜 1999 年 5 月　日本経営管理協会　理事
1983 年 7 月〜 1987 年 7 月　神戸真珠親睦会　理事
1984 年 6 月〜 1987 年 7 月　PCK（パールシティ神戸）推進協議会　副議長
1987 年 1 月〜   神戸社内報研究会設立，会長就任（1991 年神戸商工会議所に
移管）
1987 年 4 月〜   （社）全日本能率連盟（通産省所轄）マネジメント・コンサル
タント認定
1988 年12月〜 2000 年12月　（社）日本オペレーションズリサーチ学会会員
1990 年11月〜  日本歯科医療管理学会会員（現在に至る）
1991 年 8 月〜 2017 年 7 月　実践経営学会会員
1992 年 2 月〜 1998 年 5 月　 国 際 PR 協 会（INTERNATIONAL PUBLIC RELATIONS 
ASSOCIATION）会員
1993 年 5 月〜 2010 年 5 月　日本病院管理学会会員
1993 年 5 月〜  （社）日本マーケティング協会アカデミー会員（現在に至る）
1993 年12月〜 2017 年 6 月　日本マスコミュニケーション学会会員
1994 年 6 月〜 1994 年10月　川崎商工会議所かわさき復興・イベント創生調査推進委員会
1994 年12月〜  （社）日本外国特派員協会会員（現在に至る）
1995 年10月〜 2014 年12月　日本広告学会会員
1996 年 7 月〜   （社）日本広報協会（内閣府所轄）技術顧問（広報アドバイザー
として現在に至る）
1996 年 7 月〜  日本歯科医療管理学会評議員（現在に至る）
1996 年 7 月〜   21 世紀日本フォーラム（吉田和男京都大学名誉教授代表幹
事）正会員（現在に至る）
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1996 年10月〜 1999 年12月　日本福祉環境理工学会会員
1997 年 1 月〜 1997 年 9 月　住都公団・住宅都市情報舘検討委員会　委員
1997 年 3 月〜 2010 年 3 月　進化経済学会創立会員
1997 年 6 月〜 1998 年 6 月　淑徳大学みずほ台生活協同組合　理事
1997 年10月〜 2016 年 9 月　日本経営学会会員
1998 年 1 月〜 2011 年12月　価値創造フォーラム 21　顧問
1998 年 1 月  日本経営管理協会「黒澤清賞」　審査委員（現在に至る）
1998 年 3 月〜 2006 年 9 月　イベント学会会員
1998 年 5 月〜 1999 年 2 月　 （財）大阪府市町村振興協会共同研究「住民参画」チーム指導
助言者
1998 年 6 月〜 2017 年 9 月　組織学会会員
1998 年 7 月〜 2002 年 3 月　地域情報会議（代表・伊藤滋東大教授）ボードメンバー
1998 年12月〜 2004 年 7 月　イベント学会（会長・木村尚三郎東大名誉教授）　理事
1999 年 6 月〜 2003 年 5 月　日本経営管理協会　常任理事，2003 年 6 月〜理事長
1999 年 6 月〜   （社）全日本能率連盟（通産省所轄）マスター・マネジメント・
コンサルタント（現在に至る）
1999 年 9 月〜   国連認可 NGO・ICMCI （INTERNATIONAL COUNCIL 
MANAGEMENT CONSULTING INSTITUTES）認定マネ
ジメント・コンサルタント（現在に至る）
1999 年10月〜 2007 年 3 月　米国経営学会会員
2000 年 3 月〜   2004 年 10 月消費者金融サービス研究学会設立（パーソナル
ファイナンス学会に改称）常任理事　国際交流・広報委員会
委員長
2000 年 5 月〜 2000 年 9 月　川崎市広報戦略策定委員会委員
2000 年 5 月〜 2010 年 5 月　消費者金融サービス研究学会　常任理事
2000 年 5 月〜  島根県「遣島使」





2000 年10月〜 2000 年11月　 法政大学エクステンション・カレッジ 2000 年度秋学期講座
「IR：インベスターリレーションズ / 関係づくりの経営戦略」
2000 年10月〜 2004 年 9 月　日本未来学会会員
2000 年10月〜 2008 年 9 月　ディスクロージャー学会会員
2000 年10月〜 2010 年 3 月　静岡県　広報アドバイザー
2000 年10月〜 2017 年 9 月　日本経営診断学会会員
2001 年 1 月〜 2008 年 3 月　 ソーシャルマネジメント研究会（代表井関利明千葉商科大学
政策情報学部長・慶応義塾大学名誉教授）会員
2001 年 2 月〜 2001 年 5 月　 （社）大日本猟友会狩猟者減少防止懇談会　委員（環境省自然
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保護局協力）




2001 年 7 月〜 2004 年 3 月　内閣府「行政広報効果測定委員会」　委員（広報協会事務局）
2001 年 8 月〜 2001 年12月　東京都板橋区地域経済活性化協議会　委員長
2001 年 8 月〜 2006 年 8 月　 （財）社会経済生産性本部戦略的マーケティングソフト研究会
コーディネーター
2002 年 2 月〜 2002 年10月　 （社）大日本猟友会狩猟活性化検討会委員（環境省自然保護局
協力）
2002 年 4 月〜 2005 年 3 月　環境省野生鳥獣保護管理検討会委員
2002 年 7 月〜 2002 年 9 月　 経済産業省製造産業局省エネルギー建材広報普及促進事業評
価委員会委員長
2002 年 7 月   リスク・プロフェショナル・ライセンス取得（日本リスク・
プロフェショナル学会）
2002 年 7 月〜   日本リスク・プロフェショナル学会会員（現在ソーシャルリ
スクマネジメント学会に改称）（現在に至る）
2002 年 9 月〜 2004 年12月　岐阜県行政広報士認定審査委員会委員長
2002 年 9 月〜  日本リスクマネジメント学会会員（現在に至る）
2002 年10月〜 2007 年 3 月　（社）大日本猟友会狩猟研究会座長
2003 年 6 月〜 2009 年 2 月　日本経営管理協会副理事長
2003 年 7 月〜 2003 年 9 月　 経済産業省製造産業局年省エネルギー建材広報普及促進事業
評価委員会委員長
2003 年 9 月〜 2004 年 3 月　 経済産業省関東経済産業局コミュニティ・ビジネス創業マ
ニュアル検討会委員
2003 年 9 月〜 2004 年 8 月　岩手県広報戦略アドバイザー
2003 年 9 月〜 2011 年 9 月　日本経営診断学会理事
2003 年10月〜 2004 年 3 月　都市公団（現・都市再生機構）UDC 地域懇談会委員
2004 年 6 月〜 2007 年 5 月　金融庁所轄東京金融先物取引所諮問会議規律委員会委員
2004 年 7 月〜 2006 年 6 月　イベント学会監事
2004 年 9 月〜 2006 年 9 月　日本リスクマネジメント学会評議員
2004 年11月〜 2012 年10月　 消費者金融サービス研究学会（パーソナル・ファイナンス学
会に改称）常任理事　大会委員長
2005 年 2 月〜 2005 年 9 月　日本道路公団東京管理局料金収受業務審査専門委員会委員長
2005 年 2 月〜 2005 年 9 月　 日本道路公団東京管理局料金収受機械等保守整備業務審査専
門委員会委員長
2005 年 9 月   日本リスクマネジメント学会全国大会（千葉商大）大会実行
委員長
2005 年10月〜 2006 年 3 月　 東日本高速道路株式会社関東支社業務審査会（専門委員会）
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委員長
2006 年 7 月〜 2006 年12月　東京都立川市広報たちかわ検討委員会委員長
2006 年 7 月   国土交通省関東地方整備局管内事務所（河川，国道）広報プ
レゼンテーション審査員
2006 年 9 月〜 2006 年12月　全国石油連盟（経済産業省）地域貢献事業懇談会座長
2006 年 9 月  日本リスクマネジメント学会理事（現在に至る）
2006 年11月〜 2013 年10月　日本学術会議・経営関連学会協議会評議員
2007 年 4 月〜 2012 年 3 月　大阪市広報アドバイザー




2009 年 2 月〜 2012 年 6 月　日本経営管理協会一般社団法人化　同副理事長
2009 年 3 月〜 2013 年 3 月　（社）関東建設弘済会公益助成事業委員会委員
2009 年 4 月  財団法人日本通信教育学園評議員（現在に至る）
2009 年 4 月〜 2015 年 6 月　株式会社東京金融取引所監査役
2009 年 7 月〜 2013 年 6 月　危機管理システム研究学会常任理事
2009 年 8 月  一般社団法人日本経営管理学会設立　理事兼副会長就任
2009 年 9 月〜 2014 年 9 月　ソーシャルリスクマネジメント学会　評議員
2010 年 5 月〜 2010 年 7 月　 千葉県総合企画部 ｢ 千葉の魅力発信テレビ番組制作・放送業
務委託総合評価委員会 ｣ 委員就任
2011 年 7 月  一般社団法人日本経営管理学会代表理事兼副会長（現在に至る）
2012 年 3 月  公益財団法人富士社会教育センター幹事（現在に至る）
2012 年 6 月〜 2014 年 5 月　 一般社団法人日本経営管理協会理事長兼副会長
2012 年11月〜 2016 年10月　パーソナル・ファイナンス学会理事
2013 年 4 月   一般社団法人関東地域づくり協会第三者委員会委員（現在に
至る）
2013 年 4 月   一般社団法人関東地域づくり協会公益助成事業委員会委員
（現在に至る）
2013 年 6 月〜 2015 年 6 月　危機管理システム研究学会会長（現在顧問）
2014 年 4 月〜 2014 年 5 月　 第 1 回市川市新型インフルエンザ等対策行動計画有識者検討
会委員
2014 年 6 月〜  一般社団法人日本経営管理協会副会長（現在に至る）
2014 年 9 月〜  ソーシャルリスクマネジメント学会理事（現在に至る）
2016 年11月〜  パーソナル・ファイナンス学会監事（現在に至る）
受賞学術賞：
1996 年 9 月　日本広告学会賞受賞（教育啓蒙部門）
2001 年 9 月　実践経営学会賞「名東賞」受賞
2002 年 5 月　日本リスクマネジメント学会優秀著作賞受賞
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2004 年 7 月　経営コンサルタント顕彰牌（通産省管轄（社）全日本能率連盟）
2008 年 9 月　日本リスクマネジメント学会　学会賞受賞
2010 年 1 月　ソーシャルリスクマネジメント学会賞受賞
著書
2016 年 6 月　『第五版‐実践危機管理読本』日本コンサルタントグループ　
2015 年 5 月　 『経営診断の新展開』（日本経営診断学会 45 周年記念叢書第 3 巻）共著　同
友館
2012 年 2 月　 『政策情報学の視座―新たな「知と方法」を求めて』共著　日経連事業出版
センター
2010 年 3 月　 『大学維新への挑戦―千葉商科大学政策情報学部 10 年目の報告』共著　中
央公論新社
2009 年 3 月　『災害危機管理読本』編著　日本コンサルタントグループ
2009 年 2 月　『新時代を生きる自分力の磨き方』共著　同友館
2007 年 9 月　『改訂新版‐実践危機管理読本』日本コンサルタントグループ
2006 年 8 月　『広報 PR&IR 辞典』編著　同友館
2006 年 6 月　『実践経営学辞典』共著　櫻門書房
2006 年 3 月　『はじめてのマスコミ論』同友館
2006 年 1 月　『21 世紀の日本社会明るい未来を拓くシナリオ』共著　八千代出版
2005 年 6 月　『地域力を高めるこれからの協働』共著　第一法規
2005 年 3 月　『ソーシャルマネジメントの時代』第一法規
2004 年 5 月　『改訂版‐実践危機管理読本』日本コンサルタントグループ
2004 年 4 月　『経営戦略論入門』編著　同友館
2002 年 5 月　『注意力 55 カ条』講談社
2002 年12月　『コミュニティ・ビジネス戦略』第一法規
2000 年 6 月　『価値創造の IR 戦略』ダイヤモンド社
1999 年 4 月　『経営とイメージ戦略』国元書房
1998 年 1 月　 「労働省認定ビジネスキャリア講座テキスト」経営企画コース『経営戦略』
産能大学経営開発本部
1997 年10月　『環境コミュニケーション論』慶応義塾大学出版会　
1997 年 2 月　 『病医院評判づくり戦略―診療圏拡大のための広報の実際（改定版）』（株）
ミクス
1996 年 5 月　『はじめて学ぶマスコミ論』同友館
1995 年 7 月　『現代の広報―戦略と実際』同友館
翻訳著書：






1983 年 4 月　 『企業広報戦略』ロバート・ライリー著 共訳 ダイヤモンド社（Robert 
Reilly “Public Relations in Action Prentice-Hall, inc, 1981）
学術論文：
2017 年 3 月　 第 4 次産業革命への中小企業イノベーション千葉商科大学経済研究所中小
企業支援機構『中小企業支援研究』誌　第 4 号
2016 年 4 月　 ダイバーシティ・マネジメントの現状と課題　（一社）日本経営管理協会『経
営管理』誌　4 月号　通巻 596 号
2015 年 4 月　 自治体経営とソーシャル・マネジメント　第一法規『自治実務セミナー』
誌 2015/4 月号
2015 年 3 月　 企業の災害危機管理と事業継続（BCM）（一社）日本経営管理協会『経営管理』
誌 3 月号　通巻 591 号
2014 年 3 月　 中小企業における東日本大震災と BCP 策定および実効性に関する問題　千
葉商科大学『国府台経済研究』誌　第 24 巻第 2 号
2013 年 3 月　 ソーシャル・マネジメントとしての災害危機管理―国家社会の存亡に関わ
る巨大地震に備える　公益財団法人富士社会教育センター『富士ネットワー
ク』誌　第 41 号
2012 年 3 月　 東日本大震災における東京電力の「想定外」発言について―組織論の視点
から―　日本リスクマネジメント学会『危険と管理』誌　第 43 号
2011 年 9 月　 地域社会における社会的価値の創造―戦略的サスティナビリティの考察　
日本経営診断学会論集第 13 号
2011 年 3 月　 民間事業主体によるソーシャル・マネジメント概念について―ソーシャル・
エンタープライズ概念との相異を中心として　日経事業出版センター（（株）
日本経済新聞出版社内）『政策情報学の視座―新たな「知と方法」を求めて』
2009 年 7 月　 社会化した災害危機とリスクコミュニケーション―感染症災害での事業継
続管理の必要性―　『経済広報』誌　第 359 号年（財）経済広報センター　
2009 年 7 月号
2009 年 1 月　 ブランド過信経営のリスク―船場吉祥事件に見るビジネス倫理の問題―　
『実践危機管理』誌　第 20 号　日本リスク・プロフェショナル学会
2008 年 5 月　 いま地域金融機関に求められる広報の考え方と進め方　（社）第二地方銀行
協会『リージョナルバンキング』誌　5 月号
2008 年 5 月　 組織に信頼と価値を創造するインハウス広報　（財）経済広報センター『経
済広報』誌　5 月号　通巻 345 号
2008 年 4 月　 求められる自治体の広報，広聴　（財）自治研修協会『月刊自治フォーラム』誌




2007 年11月　 中国進出日本企業の新しい 4 つのリスク『マーケティングホライズン』誌　
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11 月号　（社）日本マーケティング協会




2006 年 7 月　 危機発生時のメディア・リレーションズの成否―公表行為による社会的信
頼性への影響　日本リスク・プロフェショナル学会『会報』誌　第 15 号
2006 年 6 月　 進化と創発の社内コミュニケーション―社内の情報需要に開かれた透明性　
日本経団連社内広報センター『社内広報』誌　第 461 号
2005 年 9 月　 企業価値創造の CSR　消費者金融サービス研究学会『消費者金融サービス
研究学会年報』誌　No.5
2005 年 9 月　 時間選好型生活者の消費スタイルと金銭意識―消費者金融サービスの新し
い利用モデルの考察―　消費者金融サービス研究学会『2004 年消費者金融
サービス研究学会年報』誌（学会助成金による研究）
2005 年 8 月　 JR 西日本は経営戦略の根本的見直しを　日本リスク・プロフェッショナル
学会会報第 13 号
2005 年 7 月　 新たなパラダイムでの図書館広報とマーケティング　（社）情報科学技術協
会『情報の化学と技術』誌　Vol.55　No.7
2004 年 9 月　 営利企業形態によるコミュニティ・ビジネスの認識に関する一考察　『日本
経営診断学会論集〈4〉』誌　日本経営診断学会
2004 年 4 月　 コミュニティ・ビジネスによる地域再生―市民協働のプロセス『地域と社会』
誌　第 985 号（社）日本建築協会
2002 年 8 月　 新時代の自治体広報と今後の課題　自治大学校第一法規出版（株）『月刊自治
フォーラム』誌
2001 年 5 月　 イベントは新たな意味空間への公共関係づくり　（社）イベント産業振興協
会『クリエイティヴ　イベント』誌
2001 年 3 月　 新たな地域社会の経済セクター「コミュニティ・ビジネス」　国民生活金融
公庫『マンスリーレポート』誌
1999 年 1 月　 株主利益の最大化と課題　『国際経営・文化研究』誌　Vol.3No.1 淑徳大学　
国際コミュニケーション学会
1997 年 3 月　 日本型経営における会社支配の文化的特性　淑徳大学国際コミュニケー
ション学会『国際経営・文化研究』誌　Vol. 1 No. 1
1996 年10月　 転換期のブランド回帰を考える― “街” と “商業” にみる成熟型ソフト化の
流れ―　（財）流通システム開発センター『流通とシステム』誌
1996 年 2 月　 「競争」との関係における共生論―経営史的視点からの考察―　淑徳短期大
学『研究紀要』誌
1995 年 4 月　 日本的経営の新しい雇用体系の方向　実践経営学会『実践経営』誌
1994 年 7 月　 変革時代の病医院評判圏づくり　医学書院『病院』誌
1993 年12月　 企業の変革とインハウスコミュニケーション　実践経営学会『実践経営』誌
1993 年 4 月　 企業フィランソロピーと広報　実践経営学会『実践経営』誌
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　「経済」の英語表記 economy は元来 ecology（生態学）から来ていると言われている。
すなわち生物が生命を維持するための活動領域である。ところが，産業革命以後
economy は生産や供給の論理が強くなり人間の生活に関わる消費や需要に関わる論理が




















































































































（11）上山信一『日本の行政評価・総括と展望』第一法規 2002 において成果ベース予算については PP59-70 参照，
事務事業評価については PP43-49 参照

































































































用独立行政法人（GPIF）が 2015 年に署名し，世界で約 1,600 の資金運用会社も参加した。
また 2015 年に国際連合のサミットで，「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採








































第一に消極論は 1960 年代までの所産であり，70 年代以降に新しい論拠が出ていない。第
二は普遍的，抽象的に批判するもので，実証による CSR への非現実性を説得するものが
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注意を要する，と付言している。それは新しいマーケティング原理の適用を迫る状況が少
ないからだと説明する。（30）





















































































































































































































































































































のなかの技法”」『国府台経済研究』第 19 巻　第 4 号　2008
・藤江俊彦「営利企業形態によるコミュニティ・ビジネスの認識に関する一考察」『日本
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・藤江俊彦「経営診断における社会性―ソーシャル・マネジメントとソーシャル・エンター


































・AmericanMarketingAssociation（AMA）,DefinitionCommittees, “Report of the
DefinitionCommittee,”JournalofMarketingVol ⅧNo.2







































 （2018.2.5 受稿，2018.2.21 受理）
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　安倍政権の「働き方改革」は，衆院選実施により，当初の 2019 年施行予定を 1 年ずら
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本稿では，18 歳以上 65 歳までの期間，労働するとして労働人口を求める。 期のタイプ













　以上より 期の有効労働力は 18 歳から 65 歳までの合計で表現されるので，
  （2）







（1）  18 世代目の労働タイプの割合を初期値として と与える。具体的には， ，
である，シミュレーション時には =0.6 とする。
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であるとする。パラメータ は初期の実質 GDP の水準に合わせて調整する。 は技術進
歩率を表す。 は t 期の資本ストックである。
　貯蓄関数については，標準の を仮定する。最後に，資本蓄積方程式は，資






















人口推計データである 2012 年の出生数 105 万人と国立社会保障・人口問題研究所，日本




ら作成した。（2）初期資本ストックは，平成 24 年度の実質期末資産残高を用いて 1450 兆円
とした。（3）
　その他のパラメータについては，限界貯蓄性向に =0.4，経済の規模に =0.45，労働分








　本モデルでは一定の割合で出生数が減少するため， を無限にすると総人口は 0 に収束
する。一人あたり統計量を計算するにあたり，0 除算が発生することになる。また，人口
が 0 になると生産不可能な状況にも陥る。そこで，本稿では経済が破綻しない人口が 0 を
下回ることがない範囲の有限期間内における成長経路の性質を議論する。
　初めに上述した初期のパラメータの下での主要変数の動きについて述べる。表 2 が示す
ように，総人口は，徐々に減少して行き 50 期後には，初期人口のおよそ 6 割程度まで減
表 2：基本シミュレーションの帰結
成長率（%） 資本 総人口 GDP
0 期 1450.000 1264.000 494.231
1 期 4.613 1575.193 1260.018 517.031
10 期 2.947 2798.700 1197.615 708.285
25 期 1.105 4946.466 1040.778 949.725
50 期 0.037 7337.955 750.186 1062.324
100 期 －0.853 7323.149 347.307 814.264
（2）  こでは，男女の人口が等しいと仮定して，男性死亡率と女性死亡率の平均を用いている。
（3）  内閣府，国民経済計算（GDP 統計），平成 17 年基準，名目・実質固定資産残高（1980 年～2013 年）より。
― 38 ―
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少する。同様に少し遅れて，有効労働力も減少する。労働タイプの割合を見ると，50 期
ほどで，初期の 6 割，100 期程で初期の 3 割にまで減少することがわかる。労働タイプは
タイプ 1 へシフトしつつ，減少することが式とグラフから明らかとなる。
　図 1 は実質 GDP，資本ストック，貯蓄，一人当たり実質 GDP の動きを表している。当
初は貯蓄が資本減耗を上回り，資本蓄積が進むが，人口減少により 72 期目以降，資本ストッ
クは減少してゆく。実質 GDP も資本蓄積とともに 50 期目まで増加するが，その後人口
減少の影響により減少してゆく。実質 GDP 成長率は初期の段階で 5% 近い成長率を示す



















千葉商大論叢　第 55 巻　第 2 号（2018 年 3 月）
大きな開きがみられる。現状の減少率 0.0157 が改善されて，およそ半分の 0.005 にまでな
ると，25 期では，経済成長率が 5% 程上昇するという非常に大きな効果を得ることとなる。
　推移確率の変化についても比較シミュレーションを行った。 1=（ 11, 12, 21, 22）=（0.8, 
0.2, 0.3, 0.7）， 2=（0.8, 0.2, 0.2, 0.8）， 3=（0.6, 0.4, 0.2, 0.8）とする。つまり， 1 はタイ
プ 1 へ収束， 2 はどちらの状態も一定割合存在する状況， 3 はタイプ 2 へ収束する状















1 期 4.248 4.613 3.142
10 期 2.905 2.947 2.843
25 期 1.088 1.105 1.059
50 期 0.030 0.037 0.018
100 期 －0.855 －0.853 －0.858
表 4：労働タイプ遷移確率と経済成長率（%）の変化
表 3：出生減少率と経済成長率（%）の変化
出生減少率 n 0 0.0157（現状） 0.005
1 期 4.613 4.613 4.613
10 期 2.947 2.947 2.947
25 期 1.188 1.105 1.161
50 期 0.608 0.037 0.415





して， は 10000 から 20000 程度の値とする。
　修正モデルの基本的な結果を説明する。
　表 5 は実質 GDP，資本ストック，貯蓄，一人当たり実質 GDP の動きを表している。当
初は貯蓄が資本減耗を上回り，資本蓄積が進むが，人口減少により 102 期目以降，資本ス
トックは減少してゆく。実質 GDP も資本蓄積とともに 72 期目まで増加するが，その後
人口減少の影響により減少してゆく。実質 GDP 成長率は初期の段階で 3% 近い成長率を
示すが，25 期後には，初期成長率のおよそ 1/4 程度になる。成長率は図 6 ように時間を
通じて急激に減少する。
　基本モデルと比較して，労働者タイプ 2 の人数が増加する。これに伴って労働人口減少





成長率（%） 資本 総人口 GDP 一人あたり GDP
0 期 1450.000 1264.000 494.231 0.391
1 期 4.613 1575.193 1260.071 517.031 0.410
10 期 2.947 2798.700 1200.545 708.285 0.590
25 期 1.135 4947.178 1057.205 950.756 0.899
50 期 0.268 7428.291 809.897 1096.566 1.353
100 期 －0.117 8733.264 535.419 1091.466 2.038
図 5：基本データ 2
― 42 ―








　基本モデルと同様に 1=（ 11, 12, 21, 22）=（0.8, 0.2, 0.3, 0.7）， 2=（0.8, 0.2, 0.2, 0.8），
3=（0.6, 0.4, 0.2, 0.8）を考察する。 はタイプ 1 へ収束， 2 はどちらの状態も一定割合
存在する状況， 3 はタイプ 2 へ収束する状況である。表 6 からわかるように，急激な人
口減少が予想される 1 の遷移確率では 100 期目にはマイナス成長となる。一方，人口減
少しつつも，将来的には人口増加に転じる 3 の遷移確率では，成長率は徐々に低下する
も，100 期頃から回復基調となる長期的には GDP 増加へと転じる。一定の労働タイプ比




ることができない。GDP の増加，一人当 GDP の増加という好指標とされるデータから少
子化の経済成長に与える影響が見えにくく，対策遅れの根源になっていると言えよう。育
P1 P2 P3
1 期 4.613 4.248 3.142
10 期 2.947 2.905 2.843
25 期 1.135 1.157 1.219
50 期 0.268 0.571 1.187


















言うものの，人口が 3 割に減少することを反映して，1 人あたり GDP は 391 万円から






















［3］ 　Solow, Robert M.,  1956 . A  contribution  to  the  theory  of  economic  growth. 
Quarterly Journal of Economics, 70（1）, 65-94.
［4］ 　水野，内海，2016，「少子化による年齢別人口構成の変化と経済成長率に関するシミュ 
レーション分析」，千葉商大論叢，第 53 巻，第 2 号，97-103
（2018.1.15 受稿，2018.2.1 受理）
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（1）  石塚雅彦訳『グローバリズムという妄想』1999 年日本経済新聞社 p 100-2 より













4 月バングラデシュ・ダッカの縫製工場の崩壊では 1,100 人が圧死し 2,500 人が負傷した














　07 年の ILO 報告書（8）では世界の失業者は 06 年で 1 億 9,520 万人，1 日 2 ドル以下で生
（3）  この問題は公正な貿易と公正な労働の実現の必要を論じている Andrew Ross “Low Pay, High Profile” The 
New Press 2004 を参照











（7）  ユニセフ HP　2014 年 12 月 8 日「世界のこどもたち」より
（8）  ILO の Web に公表の “GLOBAL  EMPLOYMENT TRENDS BRIEF、January 2007” より
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（11） 国連食糧農業機関 FAO の 09 年 6 月に発表された “The State of Food Insecurity in the World 2009” ｐ 11
によると 2009 年の世界の栄養失調人口は 10 億 2000 万人を超えた危機的事態に至ることを警告している。









































（15） 伊藤剛 ･ 村島雄一郎『自由の帝国』2000 年 NTT 出版 p 101
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（17） ジャイ・セン他編 武藤・小倉他監訳『世界社会フォーラム帝国への挑戦』2005 年作品社 p 93 収録「グロー
バル，そしてナショナルな戦いのために」より
（18） 伊豫谷登士翁訳『グローバリゼーションの時代』平凡社選書（原文 1996 年）1999 年 p 57-8　同じく伊豫谷
監訳『グローバル・シティ』筑摩書房 08 年も参照のこと











本でも同様であった。金融庁の発表（21）では 08 年 6 月末における国内 672 金融機関の証券
化金融商品破綻による損失は約 2 兆 5,740 億円で内，サブプライムローン関連が 8,960 億
円に上っていた。OECD は 08 年 4 月 15 日の発表で，今後 2 年間も含めサブプライム関
連の損失は約 43 兆円，IMF では 4 月 8 日の発表で約 97 兆円と公表し，その後 9 月 9 日
には IMF 幹部が世界の金融システム全体での損失額を約 118 兆円であると発表（22）した。
　この経済危機に対してアメリカ政府は AIG には 850 億ドル（9 兆円）を融資し，シティー
グループやバンク・オブ・アメリカにそれぞれ 4 兆 4,000 億円もの公的資金を注入（23）した。
これら金融機関は金融危機を招いた住宅ローン担保証券の不正が発覚し巨額の和解金（24）
を支払った。GM の経営破綻に対しても 09 年 6 月 495 億ドル（約 5 兆円）の公的資金で





　08 年当時国際労働機関 ILO は世界の失業者は約 1 億 9 千万人に上ると推計（27）し，09 年
の失業者はさらに 5 千万人以上増加（28）し発展途上国の 2 億人の労働者が激しい貧困状況
になると推測していた。アメリカでは 09 年 4 月に失業者は 1,372 万人を超え，8 月には完
全失業率が 9.7% に達し，09 年中には 10% に到達し日本でも 09 年 7 月の完全失業率は
5.7% に達し，完全失業者は 359 万人に上っていた。ユーロ圏もまた失業率が 09 年 7 月に
（20）  08 年の水準で有形資産 / 有形普通株式株主資本というレバレッジ比率は 27 倍であった。『2009 年Ⅰ　世界
金融・経済危機の現況』内閣府政策統括官室 p 13
（21） 朝日新聞 2008 年 9 月 5 日
（22） 日本経済新聞 2008 年 9 月 10 日
（23） 日本経済新聞 2009 年 3 月 4 日。主要国全体での公的資金注入額はこの時点で 100 兆円に上るという程である。
（24） シティーグループは 70 億ドルの、バンク ･ オブ ･ アメリカは 170 億ドルの、そして JP モルガンは前年の 13
年に 130 億ドルの和解金を司法省に支払った。和解金は罰金とローン借り手救済に当てられるという。また
同様の不正販売でゴールドマンサックスは 2 つの住宅金融公社に 31 億 5000 万ドルの和解金を支払うことに
なった。日本経済新聞 14 年 8 月 21 日と 23 日の共に夕刊紙面より
（25） 日本経済新聞 2009 年 2 月 18 日夕刊
（26） その後 GM は 2013 年に再建されたがアメリカ政府・財務省は GM の保有株の売却損が 1 兆円を超えたとい
うがそれは結局納税者の負担へ転嫁されるのである。2013 年 12 月 11 日朝日新聞参考
（27）  ILO “Global Employment Trends January” p 29
（28）  ILO の Web 2009 年 1 月 28 日公表記事より。
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は 9.5% を超えフランスでは特に若者層の失業率が 20% を超え（29）深刻な様相を呈してい
た。10 年 11 月に ILO は 20 カ国・地域（G20）の雇用状況（30）を発表し，世界の失業者は
10 年半ばに 2 億 1,000 万人に達しＧ 20 中の 18 カ国の失業者数は 2010 年前半も悪化し
7,000 万人にも上る実態を示した。
　この時期アメリカ企業の CEO の年間報酬と勤労者の平均年収との格差は 300 倍近く（31）






がった。13 年の調査（32）でも若者（15～24 歳）の失業率は 12.6％で，失業者数は 7,340 万

















（29） 数値は『2009 年Ⅰ世界金融・経済危機の現況』内閣府政策統括官室 2009 年 6 月より。また日本経済新聞





ル街の自爆』文藝春秋 2008 年 より。例えば 2008 年当時 GM のワゴナー会長の報酬は 5 億 4000 万円に上っ
ていた。






































（33） チャルマーズ・ジョンソン村上和久訳『アメリカ帝国の悲劇』文藝春秋 2004 年 p 398
（34） 鈴木主税訳『アメリカ帝国への報復』集英社 2000 年を参照のこと
（35） 宇高基輔訳岩波文庫版レーニン『帝国主義論』1917 年「8 資本主義の寄生性と腐朽」および「10 帝国主義の
歴史的地位」を参照のこと
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子機器の廃棄物は 4470 万トンだが処置不明は 80％に上ると 2017 年 12 月に国連大学が報告している。2017
年 12 月 14 日朝日新聞より
（44） 大島通義・大島かおり訳『全体主義の起原　2 帝国主義』原書 1952 年みすず書房 1972 年 p 28
― 60 ―
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ト資本主義と想定された社会主義に直接に取って代わられる「死滅」しつつある資本主義
ではなく，帝国主義はこれから始まる資本主義の最初の支配となる「新たな段階」の開始


































































（48） 「現代帝国主義をいかに把握するか」『社会科学年報』38 号 2004 年 3 月 10 日発行専修大学社会科学研究所を
参照のこと
（49） 軍事の民営化を表すこの様な請負会社はアメリカで約 35 社あると見られている。片岡訳レスリー・ウェイ
ン「アメリカで進む軍の民営化」『世界』2003 年 4 月号 p 94～101 参照のこと。また松本剛史訳ソロモン・ヒュー
ズ「対テロ戦争株式会社」河出書房新社 2008 年も参照のこと
（50） ジョセフ・ナイ米元国防次官補の東アジアにおける米軍強化報告
（51） 国家戦略研究所 ･ 国防大学特別レポート “The United States and Japan: Advancing Toward a Mature 
Partnership”, October 11, 2000,INSS Special Report, National Defense University、その後もアーミテージに
よって 2007 年と 2012 年にも踏み込んだ提言がなされ日本の政治を動かし軍事同盟化へと進んでいった。
― 62 ―
































































また 14 年「防衛装備移転三原則」を閣議決定し積極的な軍事研究・開発と生産 ･ 輸出推
進を掲げ軍需産業強化からも平和主義を大転換する方策を採った。15 年夏には集団的自
衛権行使を合憲とした安全保障法制関連 11 法案を国会に提案し衆参両院で採決強行し対
米従属下での海外武力行使を法制化した。13 年 12 月防衛計画大綱と今後 5 年間の中期防
衛力整備計画（計 24 兆 6700 億円）で防衛費増額と統合機動防衛力構想（53）を打ち出し防
衛関係費（54）は 14 年 4 兆 8194 億円，15 年 4 兆 9801 億円と急上昇し 16 年度予算では 5 兆
500 億円と初めて 5 兆円を上回り 2018 年防衛関連予算は過去最大の 5 兆 1911 億円を計上
している。18 年度予算案は在日米軍の兵力と基地の維持，在沖米海兵隊の一部グアム移
転（590 億円）や普天間飛行場の移設（辺野古新米軍基地建設 1,048 億円）費用も計上（55）
し新たな軍拡となる次期防衛計画大綱の制定を図っている。アメリカからイージス艦，オ
スプレイ，哨戒ヘリコプター，戦闘機や機動戦闘車の購入を進め，17 年 11 月トランプ米
大統領の訪日時には F35 戦闘機，巡航ミサイル，陸上配備型迎撃ミサイルシステムイー
（53） 「平成 26 年度以降に係る防衛計画の大綱について」平成 25 年 12 月 17 日国家安全保障会議及び閣議決定
（54） 平成 25 年度版『防衛白書』防衛省 ･ 自衛隊編ｐ 119
（55） 『我が国の防衛と予算（案）平成 30 年度予算案の概要』平成 29 年防衛省 p 2，p 21
― 64 ―





















15.0%（同前年 10.7%），川重 12.7%（同前年 13.6%）（57）で，02 年連結会計年度における販売
額と販売実績に対する防衛庁（省）の割合は三菱重工 3,944 億円で 13.8％（同前年
15.0％，前々年 10.7％），石播は 1,506 億円 13.9％（同前年 14.7％，前々年 18.7％），川重
は 1,483 億円 12.9％（同前年 12.7%，前々年 13.6％）であった。日本経団連の提言（58）の数
値では 02 年度各社の防衛費売上高と企業総売上高に対する割合は，三菱重工業は 2,903
（百万ドル）で 13.4％，川崎重工業は 919（〃）で 8.9％，三菱電機は 613（〃）で 2％，
IHI は 439（〃）で 5.2％，東芝は 415（〃）で 0.9％，NEC は 404（〃）で 1％であった。
軍需生産には中小下請関連企業が広がり，2013 年で戦闘機は 1.200 社，戦車は 1.300 社そ




は平均 4.4％（61）であった。三菱重工業・IHI・川崎重工業・住友重機械工業の 4 社は合計で
（56）  2017 年 12 月 27 日朝日新聞
（57） 各社の平成 13，14 年度の ｢ 有価証券報告書総覧 ｣ より











が，安倍内閣はこの要請に応え 2015 年 10 月には「防衛装備庁」を発足（64）させ武器開発・
購入と輸出，軍需産業の共同研究・開発・製造を一層促進する国家体制を整備し軍産複合
体の強固な基盤を築いた。総合重機企業は軍需生産の技術と製品の輸出に乗り出し 14 年
6 月パリ武器見本市に三菱重工業，川崎重工業，日立製作所や東芝など 13 社が参加（65）し



















（61） 前掲平成 25 年度版『防衛白書』防衛省 ･ 自衛隊ｐ 263-6
（62）  13 年 8 月に進水したヘリコプター搭載護衛艦「いずも」は空母そのものの形状だが空母ではないと防衛庁は
説明しており、解釈改憲と同様の詭弁を用い攻撃型戦力増強に邁進している。2014 年 1 月 7 日朝日新聞
（63） 「新たな防衛計画の大綱に向けた提言」2010 年 7 月 20 日（社）日本経済団体連合会
（64）  2015 年 10 月 1 日朝日新聞
（65）  2014 年 6 月 17 日朝日新聞
（66）  2015 年 7 月 26 日朝日新聞
（67） 望月衣塑子『武器輸出と日本企業』2016 年 7 月角川新書を参照のこと
（68） 同上および 2013 年 12 月 18 日日本経済新聞
（69）  2013 年 11 月 6 日日本経済新聞
― 66 ―



































（71）  2014 年度予算では防衛省関係予算のうち在日米軍の駐留に関連する経費は 3.628 億円で内 14 年度の在日米
軍駐留経費負担額は 1,860 億円で他の省庁分は 13 年度予算 2,033 億円であった『平成 25 年版防衛白書』防衛
省・自衛隊ｐ 138-9。その負担額は 18 年度予算案では 1,977 億円になっている『我が国の防衛と予算（案）







































（72） 藤田省三著作集 6『全体主義の時代経験』みすず書房 1997 年より
（73） 野口建彦・栖原学訳カール・ポラニー『大転換』東洋経済新訳 2009 年
― 68 ―















imperialism come  to existence. Currently  the  Japanese Government also  is  leading 
Japan to a military power and an increase of military-industrial complex at the demand 

































当職員による抽出）で 56 戸の農家から回答を得られた（回収率 65.9％）。本稿ではこの回答の中から有効回
答と判断した 54 戸について経営規模別に並べて掲載している。アンケートは 2006 年 11 月に実施したもの
である。アンケートの質問内容は個人情報（所得，家族の就業先等）が多く含まれ，なおかつ多くの農家に
対して追跡調査を実施したことから，10 年を経過してからの公表とした。本稿（Ⅱ）は水田三毛作農業を
1980 年代から 2000 年代に位置づけていることを理解されたい。
―71―
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まえて，日本における農耕文化の歴史的形態を示す貴重な農業遺産として位置づけるとと
もに，その存在形態と変容の過程を記述することを一つの目的としている。
　したがって，筆者（1991）が報告した論文の一部は 1985 年（昭和 60）から 2005 年（平
成 17）までの三毛作農業の変容を知るための一助として，本論文のⅤ章の中に加筆修正





















立たなくなってしまったのである。表 6 に示したように，1970 年代には 1 戸当たり飼養
頭数が 5～7 頭であったものが，1980 年代には 11～12 頭へと増加し，乳牛飼養農家戸数
の減少と多頭飼育化が進行する。ちなみに 2010 年（平成 17）には乳牛飼養農家戸数は 10





－ 3（図 2，図 3）を参照されたい。まず，1985 年農林業センサス農家調査票をもとに，



















第 1 種（%） 第 2 種（%）
三原町 1975 年 2,355 513（21.7） 1,192（50.6） 650（27.6）
1985 2,254 488（21.6） 884（39.2） 882（39.1）
旧三原町 2010 1,878 551（29.3） 473（25.1） 854（45.5）
榎列地区 1975 561 133（23.7） 263（46.9） 165（29.4）
1985 523 112（21.4） 195（37.3） 216（41.3）
2010 334 97（29.0） 109（32.6） 128（38.3）
八木地区 1975 年 611 120（19.6） 320（52.3） 171（27.9）
1985 563 115（20.4） 229（40.7） 219（38.9）
2010 387 118（30.4） 75（19.3） 194（50.1）









榎列地区　1975 年 240 1,634 6.8
1985 98 1,231 12.6
2010 16 416 26.0
八木地区　1975 年 355 2,035 5.7
1985 202 2,258 11.2



































































稿ⅠのⅢ章 2 － 4 で紹介）による野菜栽培面積の拡大を図っている。手間替えによる規模
拡大は農家番号 1 農家も同様であり，所有耕地 100a 以上規模経営農家層の自立経営を図
るうえで重要な役割を果たしている。
　しかし，こうした規模拡大農家の農作業暦とそれによって生じる労働形態は，過重な労
働条件を生み出す結果を招いている。2 番農家は 130a の水田に 5～6 月に水稲を作付（兵
庫早生），9 月に収穫，9～10 月にかけて 60a の水田にハクサイ（ほまれ），40a の水田に
レタス（サントス），30a の水田にキャベツ（金春）を定植，これらの野菜を 1～2 月に収
穫後，2 月には 130a の水田にタマネギ（ホーマー）を定植して 6 月に収穫を行う。所有
耕地は 12 筆に分散しており，1 筆（区画）ごとの水田の土地条件や労働効率を考慮しな
がらの作付が行われている。この農家では，水稲＋ハクサイ＋タマネギ，水稲＋レタス＋
タマネギ，水稲＋キャベツ＋タマネギの 3 種類の三毛作体系が 12 筆の水田で行われてい
る。それぞれの時期の作物収益から，前稿（Ⅰ）の論文（表 4）をもとに所得の試算を行
うと，水稲；903,253 円，ハクサイ；1,240,950 円，レタス；1,934,676 円，キャベツ；
818,610 円，タマネギ；1,700,257 円，農業所得合計；6,597,746 円（1986 年）となる。あく











聞き取りによると農家番号 12～20 の農家は 1975 年までは水稲＋タマネギの二毛作体系に
もとづく経営が行われていた。また，1985 年には，所有耕地 120a 以上層（農家番号 12・
13）においてはレタス，ハクサイ，キャベツ等が新しい作物として導入作付されていたこ





よると 1975 年当時は日雇・パート的臨時雇用的職業に就業していたが 1985 年には恒常的
図 5　農家別収穫のべ面積と作物の関係（1985 年当時）―田野（1991）による
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安定就業に就くことができたという。規模の小さな農家ほど，あえて三毛作農業を開始す
る必要がないといえるだろう。




表 4 より所得試算を行うと，水稲；883,772 円，秋植えタマネギ；463,038 円，レタス（1
～3 月収穫）；2,428,345 円，キャベツ；545,740 円，ハクサイ；620,475 円，レタス（4～5













1 専 140 410 h，o，c，l 6M・6F
2 専 130 400 o，h，c，l 5M・5F
榎 3 専 120 360 h，o，c，l 6M・6F・3M
4 1 兼 120 360 h，o，c，l 5M・5F・2M
列 5 1 兼 100 290 h，o，c，l 6M・5F
6 1 兼 100 280 h，o，l 5M・5F
地 7 1 兼 70 210 h，l，o 5M・4F
8 2 兼 70 190 h，l，o 5M・5F
区 9 2 兼 60 130 h，o 5M・5F
10 2 兼 50 120 h，o 5M・5F







12 専 150 420 o，l，h，c 5M・5F・3F
13 専 120 310 o，l，h，c 5M・4F
14 1 兼 100 250 o，l 5M・4F
15 1 兼 90 170 o 5M・4F
16 1 兼 70 190 o，h 6M・5F
17 専 60 150 o 5M・5F
18 2 兼 50 100 o 5M・5F
19 2 兼 40 90 o 5M・5F
20 2 兼 30 60 o 5M・4F
※ 1　専；専業，1 兼，第 1 種兼業　2 兼；第 2 種兼業 出所：聞き取り調査当時による
※ 2　h：ハクサイ，o：タマネギ，c：キャベツ，l：レタス





















































































作物（ソルゴー）の作付である。5 月に播種し，生育後の 8 月には裁断して土中にすき込
むことで農地が肥沃になり，緑肥作物として重要な役割を果たしている。第二は 6～8 月
にかけて 1 か月以上水田を湛水させて除塩，除菌を行うものであり，いずれも 10a 当たり
7,000 円の補助金が支給されている。そして第三に，太陽熱による土壌消毒を行うもので，
レタスビックベイン病防除対策と呼ばれている。7 月末に耕耘，施肥，畝立てを行ったあと，
8 月 31 日までに被覆作業を完了させることが条件であり，9 月にレタスの定植が行われ












野県（193,300 トン），茨城県（89,600 トン），群馬県（50,200 トン）に次いで兵庫県















益が高くても，極度の高度連作を避ける方が農地には適切であり，2 年間に 1 回はキャベ
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ツその他の作物を組み合わせる対策が施されている。
　ところで表 8 は 2006 年度における水稲・野菜の 10a 当りの生産費と収益性を示したも
のである。詳細はこれを用いて後半の農家経営内での所得を類推するが，ここではそれぞ
れの作物ごとにその所得に注目してみよう。水稲（米）に関しては，コストはあまりかか




な農作業暦である。水稲収穫後の 9 月から翌年 6 月の田植えまでの 9 か月間，それぞれの






表 8　水稲・野菜の 10a 当り収益性・労働時間（2006 年当時）
米 タマネギ ハクサイ レタス キャベツ
（キヌヒカリ） 10 月定植 2 月定植 12～1 月収穫 12～2 月収穫 1～3 月収穫
粗収益（円） 133,140 529,480 469,700 465,750 674,440 405,450
経営費（円） 81,717 251,132 232,899 209,512 253,249 184,210
所得　（円） 51,423 278,348 236,803 256,238 421,191 221,240
所得率（%）※ 38.6 52.6 50.4 55.0 62.5 54.6
労働時間 32 156 146 130 238 116
時間当り所得（円） 1,607 1,784 1,622 1,971 1,769 1,907







は，水稲収穫後に導入されてその収穫後も 3 月～5 月収穫を目的とするレタス 2 回の作付
がみられるようになってきている。こうした作付体系の変化と多様化をもとに，次項では















































他で示したものが表 9-1 である。図 7-1 とあわせて考察してみよう。榎列地区における農
























キヌヒカリはライスセンター利用（51,423 円/10a）で 35,9961 円（70a），冬レタスは地域










（25）春レタス（3 月～5 月収穫）の 10a 当り所得試算は，あわじ島農業協同組合資料（前掲 21）によると，粗収益；
496200 円，経営費；196971 円，所得；299229 円，所得率；39.6％，労働時間；151 時間，時間当り所得；
1981 円となっている。
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　次に収穫のべ面積 210a の農家番号 13 についてみることにする。水稲はキヌヒカリ
（50a），冬レタス（60a），春レタス（40a），春キャベツ（30a），年明けタマネギ（30a）
の作付である。表 8 のそれぞれの 10a 当たりの収益を参考に所得を試算すると，キヌヒカ
リ（51,423 円/10a）50a で 257,115 円，冬レタス（421,191 円/10a）60a で 2,527,146 円，春
レ タ ス（253,249 円/10a）40a で 1,012,996 円， 春 キ ャ ベ ツ（221,240 円 /10a）30a で
663,720 円，年明け（2 月定植）タマネギ（236,803 円/10a）30a で 710,409 円となり，合
計試算で 5,171,386 円の年間農業所得が得られることになる。これは厚生労働省が発表す



















1 専 125 385 l，o，c，h 7M・5M・5F・2M 借地（20ａ）
2 専 128 380 l，o，h，c 7M・5M・4F・2M
3 専 127 379 l，o，c，h 7F・5M
4 専 110 370 l，c，o，h 7M・5M・4F 借地（30ａ）
5 専 115 328 l，o，c，h 6M・5F・2F
6 専 105 310 l，c，g 6M・6F 認定農業者
7 専 100 305 l，c 5M・5F 認定農業者
8 1 兼 100 290 l，o，c 7M・4M・4F
9 専 95 252 l，c，o 5M・5F 認定農業者
10 専 98 250 o，l，c，h 6M・6F・3F 認定農業者
11 専 96 240 o，l，h，c 5M・5F 認定農業者
12 1 兼 95 240 l，c，h 7F・4M・4F
13 専 85 210 l，c，g，o 6M・6F・3M 認定農業者
14 1 兼 80 160 c，g，h，o 6M・6F 認定農業者
15 1 兼 75 160 l，o，c 7M・3M・3F
16 1 兼 74 155 l，c，o，h 5M・4F 認定農業者
17 1 兼 70 140 o，c，h 6M・5F 認定農業者
18 1 兼 67 135 l，c，h，o 7M・7F
19 1 兼 70 120 o，c，h 6F・4M・4F
20 2 兼 55 115 l，o，c 5M・5F 認定農業者
21 1 兼 52 100 c，o，h 7M・4F
22 1 兼 48 95 o，h，c 7F・5M・5F 認定農業者
23 1 兼 45 94 o，h，l，c 7M・7F・4M・4F
24 2 兼 50 90 l，c 7M・7F
25 1 兼 50 82 o，h 7F・3F 貸地（20ａ）
26 専 45 81 o，c，h 5M
27 1 兼 45 77 o，c，h 6M・6F
28 2 兼 40 70 o 7M
29 2 兼 60 53 o，c，h 5M・6F・4F 貸地（15ａ）
30 2 兼 65 45 h 6M・6F 貸地（20ａ）
※ 1，専；専業農家、1 兼；第 1 種兼業農家，2 兼；第 2 種兼業農家 ―アンケート・聞き取り調査による―
※ 2，1；レタス，o；タマネギ，h；ハクサイ，c；キャベツ，g；グリーンボール
※ 3，5M；50 歳代男性，4F；40 歳代女性　数字は年代を示す
（26）厚生労働省発表による日本の全世帯一世帯当たり平均所得については，http://www.mhlw.go.jp/toukei/
saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa5/　2018 年 1 月 20 日現在
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を入れるとその水準以上となる。同農家は平均以上の生産額を上げているので試算よりは






















1 専 118 295 o，l，h，c 7M・6M・5M・3F
2 専 94 242 l，o 7M・7F・,4M 借地（15a）認定農業者
3 専 96 230 l，o 7M・6M・4M・4F 借地（50a）認定農業者
4 専 85 220 l，o，c，h 6M・5F・3M 借地（17a）
5 1 兼 83 215 o，l，c，h 7M・7F・4M・4F 借地（30a）
6 専 87 197 o，c，h，l 5M・5F
7 専 82 180 l，o，h 7M・7F 借地（40a）
8 専 80 170 l，o，c 5M・5F 認定農業者
9 専 85 170 I，o，c 6M・6F・3M 借地（13a）
10 1 兼 78 160 I，o，c，h 7F・4M・5F
11 専 70 155 o，c，h 6M・6F・3F 認定農業者
12 1 兼 72 145 o，h，c 7F・5M・5F
13 専 68 130 I，o，h 5M・5F
14 1 兼 70 128 o，c，h 8M・5F・2M
15 専 71 125 l，o 7M・7F 認定農業者
16 専 53 110 I，o 6F・4F
17 専 45 90 o，h，c 7M・7F
18 2 兼 35 76 o 5M・5F 貸地（20a）
19 2 兼 35 71 c，h 4M・4F
20 2 兼 70 70 o 5M・4F 貸地（20a）
21 2 兼 44 70 o 4M・4F
22 2 兼 25 55 o 6M・6F
23 2 兼 80 50 c 4M・3F 貸地あり（30a）
24 2 兼 90 46 o 7F 貸地あり（50a）



























　さてここで，榎列地区と同様にこれらの農家について図 7-2 とあわせて表 9-2 より営農
実態をみることにしよう。農家番号 18 および 20～24 番（営農類型Ⅰタイプ）は，1970
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取り協力の得られた農家番号 5 番（収穫のべ 215a）の作付内容から表 8 をもとに所得試
算を行ってみよう。この農家は 70 歳代と 40 歳代の 2 世代にわたる労働力を保持し，30a
の借地による規模拡大を図っている。作付内容は，水稲（キヌヒカリ）；50a，タマネギ；
100a，レタス；55a，ハクサイ；10a である。所得試算を行うと，水稲（キヌヒカリ
51,423 円/10a）50a で 257,115 円，タマネギ（10 月定植 278,348 円/10a）50a で 1,391,740 円，
タマネギ（2 月定植 236,803 円/10a）50a で 1,184,015 円，冬レタス（421,191 円/10a）55a
で 2,316,550 円，ハクサイ（256,238 円/10a）10a で 256,238 円となり，合計試算で 540,568
円となる。聞き取りによると実際の所得は 600 万円を超えており，さらに転作奨励金をあ







の割合で経験豊富な 70 歳代の両親を補助労働力に持ちながら，40 歳代～50 歳代の世代交
代が成功した夫婦 2 人を基幹労働力に安定した経営が行われている。また，認定農業者と
して借地による規模拡大を図り，レタス産地の形成に大きく寄与する農家層でもある。こ




60a で 2,527,146 円，春レタス（253,249 円/10a）20a で 506,498 円，タマネギ（10 月定植
278,348 円/10a）30a で 835,044 円，タマネギ（2 月定植 236,803 円/10a）20a で 473,606 円

































































基本にレタス，ハクサイ，キャベツの 3 つの野菜の中から 1 つが営農条件に合わせて選ば
れており，タマネギが最重要な基幹作物であった。淡路島産のタマネギが全国有数の産地
として位置づけられた時代，例えば 1991 年兵庫県のタマネギ作付面積は 2,905ha，収穫量
は 174,334t であったが，20 年後の 2010 年には作付面積が 1,485ha，収穫量は 82,752t（両
年次の統計は兵庫県農林統計協会淡路支部による）へと半減し，北海道（北見，富良野，




き取り結果を若干紹介しよう。前章表 9-1 榎列地区の農家番号 13 の N 氏によると，タマ
ネギの収穫に際して，「午前 8 時 30 分頃から午後 6 時近くまで作業を行った場合，コンテ
ナ 1 ケース 20kg として，60 歳代以上の高齢者では 25～30 ケース（500～600kg）の取り
扱いがやっとの状況」であると語る。また，表 9-2 八木・寺内地区の農家番号 7 の T 氏は，
「昭和の時代は軽トラックにコンテナを何段にも積んで運んだが，今は腰に負担がかかり
すぎて，えらい（疲れる）のでもっと軽い野菜に代わった。」と述べる。表 8 で示した様に，








つつあるといえよう。前章でふれたように，全国的な 1 世帯当たり平均所得（約 560 万円
―2005 年当時―）に並ぶ農業所得を三毛作農業で達成するには，榎列，八木・寺内両地



















































































　こうした水田三毛作農業の地域的担い手は，50 歳～60 歳代の夫婦 2 人に祖父母，後継












































































（4） 公益財団法人介護労働安定センター（2017）「平成 28 年度「介護労働実態調査」の結果」（http://www.
kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_chousa_kekka.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1 月 19 日）p.14。
（5） 公益財団法人介護労働安定センター（2017）「平成 28 年度　介護労働実態調査［介護労働者の就業実態と就業
意識調査］」Ｂ介護労働者調査の統計表（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_chousa_roudousha_
toukeihyou.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1 月 19 日）p.14。
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　第 4 回福祉人材確保専門委員会（平成 27 年 2 月 23 日）の審議後，三菱 UFJ リサーチ
＆コンサルティングによる平成 27 年度　老人保健事業推進費等補助金　老人保健健康増





















































（2016 年 10 月 5 日），第 8 回「介護人材の機能とキャリアパスの実現に向けて―社会福祉士のあり方につい
て」（2016 年 12 月 13 日），第 10 回「介護人材の機能とキャリアパスの実現に向けて―社会福祉士に求めら






















































































































































































































































る場合，一般的に介護職員 20 人に 1
人の事務職員が必要。
































































































































成 29 年 8 月 4 日公表）」（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h28_roudou_genjyou.pdf）（最終閲覧日：





（30） ICT 化導入時の心理的な負担感については，竹内英二（2016）p.5 でも指摘されている。
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ICT 普及促進のため，介護情報の事業所間連携の効果を検証した上で ICT の標準仕様の
作成に向けた取組を実施」することが発表された（33）。



















keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/1221/shiryo_02-2.pdf）（最終閲覧日：2018 年 1 月 19 日）p.18。
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（3） 2017 年 3 月 31 日に終了する事業年度から適用されている。
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〔論　説〕





























































220 社），中堅企業（グループ B，100 社），小企業・店頭企業・新興企業（グループ C，
100 社），継続企業の前提に重要な疑義が生じている企業（グループ D，29 社）の 4 つの
グループに分け，2004 年 3 月期の有価証券報告書を事業等のリスクをはじめ，財政状態
及び経営成績の分析，コーポレート・ガバナンスの状況を調査したものである（8）。
　事業等のリスクについては，有価証券報告書の様式における記載上の注意に例示された














　張替［2008］は，2003 年度から 2006 年度までの 4 期分の有価証券報告書を開示してい
る上場企業 3005 社を対象に，企業ごとのリスク項目数や文字数などを調査した上で，リ
スク情報の関連キーワード，172 個を抽出するテキストマイニングを行なっている。リス
クの分類については，5 つの大分類を設け，さらに全部で 27 の細分類を行い（表 2），細




















































































　野田［2016］は，2003 年度から 2012 年度までの 10 年間について，金融を除く東証一




































EDNIET（Electronic Disclosure for Investors’ NETwork）は，2001 年に運用を開始した。
2008 年には EDINET で提出される書類のうち財務諸表について，XBRL （eXtensible 
Business Reporting Language） 形式での提出が義務付けた。さらに，2013 年からは次世
代 EDINET として， XBRL の対象範囲が拡大されている。具体的には，XBRL の対象書
類の拡大と対象項目の拡大である。対象書類の拡大では，それまでの有価証券報告書，半
期報告書，四半期報告書，有価証券届出書の 4 書類から発行登録書等の発行開示書類， 臨
時報告書等の継続開示書類， 公開買付届出書等の公開買付関連書類，大量保有報告書等の
大量保有関連書類の 44 様式に拡大されている。また，対象項目の拡大では，各報告書の
財務諸表本体のみとなっている XBRL による記述を報告書全体に拡大している。 
　XBRL の対象範囲が各報告書の全体に拡大されたことで，非財務情報がデジタルデータ
として従来よりも容易に入手できるようになった。有価証券報告書については，2013 年





2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日の間の決算日にかかる 3668 社の有価証券報告書で
ある。なお，業種ごとの分析を行うため，業種を特定する必要がある。今回は EDINET










　2016 年度の 3668 社の事業等のリスクの文字数に関する記述統計量は，平均値が 2958
文字，最大値が 39294 文字，最小値が 47 文字，中央値が 2186 文字となっている。参考ま
（9） EDINET コード一覧では書類提出日の業種によっているので，証券コード協議会が定期的に行なっている業
種の変更は反映されていない。






















似している会社を明らかにすることが可能になる。これによって，1 社 1 社の事業等のリ
スクを読んでいるだけでは把握できない，対象会社全体の事業等のリスクの記載内容を把








会社数  3570  3622  3668
平均値  2778  2879  2958
最大値 42685 37656 39294
最小値    11    11    47
中央値  2022  2106  2186
（11） 吉田［1993］，p. 105。
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従来の研究をより充実したものにすることも期待できる。
　また，クラスタリングはあらかじめラベルを用意しないため，機械学習のうちの教師な




















事業 等 リスク 当社 グループ 経営成績 株価 連結財務諸表 等 影響 可能性 リスク 当期 
末 現在 主要 もの 以下 通り これら リスク 発生 可能性 認識 発生 回避 発生 場合 影響 
最小化 国内 経済状況 変動 個人消費 動向 影響 当社 グループ 有利子負債 額 金利 変動 
金利 負担 増加 季節 要因 販売 状況 左右 商品 取扱い 売行き 不振 季節 経過 商品 価値 
下落 発生 可能性 存在 当社 グループ 有価証券 保有 市況 悪化 投資 先 業績 不安 評価
損 計上 可能性 および 株価 変動 資金調達 額 制約 可能 性 存在 当社 グループ 保有資
産 実質的 価値 低下 等 減損 処理 必要 場合 当社 グループ 業績 影響 可能 性 存在 海
（12） SEC は 2005 年に登録会社に対し，年次報告書 Form 10-K に Item 1A. Risk Factors を設け，Regulation S-K
の第 503（c）項（§ 229. 503（c））に記載されているリスク要因を開示ように求めている（近藤［2014］）。
（13） Bao and Datta［2014］によれば，辞書による方法としては，リスク情報を調査した研究からキーワードを抽
出して，キーワードのリストを作って分類している Campbell et. al［2014］が，教師あり学習による方法とし







外 生産 海外 調達 活動 為替レート 変動 現地 通貨 価値 変動 経済状況 変化 生産 調達 
コストアップ 生産管理 上 トラブル 製品事故 等 予期 事象 発生 不動産 賃貸 競争激化 
ため 賃貸 条件 悪化 影響 可能 性 存在 従業員 年齢 構成 バランス 悪さ 後継者 養成 制
約 可能 性 存在 和装 事業 洋装 事業 成熟 産業 成長産業 進出 シフト 遅れ 当社 グルー
















Frequency）は，ある単語が少なくとも 1 回出現する文書数である。IDF（Inverted 
Document Frequency）は，DF の逆数について対数をとったもので，単語が出現する文









度ベクトルでは 6 が，出現しているので二値ベクトルでは 1 が与えられる。
（16） この場合，文書が 1 社の事業等のリスク，文書集合が今回の分析対象の 3668 社の事業等のリスクというこ
とになる。
（17） 秋葉［2013］，p. 136。
（18） 例に挙げた，分かち書きされた事業等のリスクの「グループ」という単語には，約 0.219 が与えられている。
（19） TF-IDF の計算，k 平均法によるクラスタリングには，python と機械学習のライブラリである scikit-learn
（http://scikit-learn.org）を使用している。
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　各クラスタの平均は重心と呼ばれる。ベクトル が属するクラスタ の平均 は次のよ
うに定義される。





















　クラスタ 1 は銀行業 74 社である。銀行業の事業等のリスクは，他の事業会社の事業等
のリスクと大きく異なっていることを表しているが，TF-IDF の上位 10 語に「当行」が








（24） 詳しくは Manning，Raghavan，Schütze［2012］，p. 325。
（25） クラスタリングは，似ているものをグループ化することが目的であるから，どの程度まで似ているものを一
緒のグループとみなすか，あるいはクラスタ数をいくつにするか，について一般的な解はないといってよい
（高村［2010］，p. 94）。したがって，k ＝ 10 が正解ではなく，k ＝ 10 のとき，どのようにクラスタに分け
られるかを見ているにすぎない。
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IDF を計算し，クラスタリングを行うことにする。再度 RSS の最小値とクラスタ k の関
表 7　全業種を対象としたクラスタと業種ごとの会社数
0 1 2 3 4
水産・農林業   3 0 0   7   0
鉱業   1 0 0   7   0
建設業  35 0 0 135   7
食料品  58 0 6  64   3
繊維製品  34 0 2  18   0
パルプ・紙  20 0 0   6   0
化学 159 0 1  53   3
医薬品  15 0 0  32  21
石油・石炭製品   8 0 0   5   0
ゴム製品  15 0 0   4   0
ガラス・土石製品  30 0 0  30   0
鉄鋼  28 0 0  19   0
非鉄金属  25 0 0  11   1
金属製品  54 0 0  37   0
機械 140 0 0  86   5
電気機器 205 0 1  50   9
輸送用機器  69 0 0  26   0
精密機器  36 0 0  12   3
その他製品  62 0 3  40   4
電気・ガス業   3 0 0  21   0
陸運業  27 0 0  34   4
海運業   4 0 0  10   0
空運業   1 0 0   3   1
倉庫・運輸関連業  15 0 0  20   4
情報・通信業   9 0 0  67 325
卸売業 145 0 12 145  36
小売業  29 0 258  38  26
銀行業  17 74 0   4   0
証券，商品先物取引業   3 0 0  16  21
保険業   3 0 0   4   5
その他金融業   3 0 0  18  15
不動産業  11 0 2  72  35













の 4 業種を除いた 29 業種， 3485 社について，改めて，TF-IDF 法で特徴量を求め，クラ
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表 9　「当行」等を除いた全業種を対象としたクラスタと業種ごとの会社数
0 1 2 3 4 5
水産・農林業   0 0   7 0   3   0
鉱業   0 0   7 0   1   0
建設業 148 0  17 0   8   4
食料品   0 0  58 6  65   2
繊維製品   0 0  17 2  35   0
パルプ・紙   0 0   5 0  21   0
化学   0 0  50 1 162   3
医薬品   0 0  40 0  18  10
石油・石炭製品   0 0   5 0   8   0
ゴム製品   0 0   2 0  17   0
ガラス・土石製品   2 0  26 0  32   0
鉄鋼   0 0  16 0  31   0
非鉄金属   1 0  12 0  24   0
金属製品   4 0  28 0  59   0
機械   3 0  84 0 141   3
電気機器   0 0  50 1 207   7
輸送用機器   0 0  23 0  72   0
精密機器   0 0  12 0  38   1
その他製品   0 0  39 3  64   3
電気・ガス業   0 0  21 0   3   0
陸運業   5 0  32 0  18  10
海運業   0 0  10 0   4   0
空運業   0 0   3 0   1   1
倉庫・運輸関連業   2 0  19 0   0   4
情報・通信業   2 0  98 0   7 294
卸売業  13 0 147 14 135  29
小売業   1 0  46 255  25  24
銀行業   0 92   3 0   0   0
証券，商品先物取引業   0 3  22 0   3  12
保険業   0 0   6 0   3   3
その他金融業   2 1  18 0   1  14
不動産業  91 0  23 1   2   3











タ 2 では，情報・通信業（316 社），クラスタ 3 では，建設業（124 社），クラスタ 5 では，























0 1 2 3 4 5 6
水産・農林業  0   7   0 0   3 0 0
鉱業  0   7   0 0   1 0 0
建設業  2  17   3 124  16 15 0
食料品 18  54   3 0  51 0 5
繊維製品  9  17   0 0  26 0 2
パルプ・紙  4   5   0 0  17 0 0
化学 58  49   2 0 106 0 1
医薬品  2  30  19 0  17 0 0
石油・石炭製品  2   4   0 1   6 0 0
ゴム製品  5   3   0 0  11 0 0
ガラス・土石製品 10  25   0 1  23 1 0
鉄鋼  8  17   0 0  22 0 0
非鉄金属  9  11   1 0  15 1 0
金属製品 18  28   0 5  40 0 0
機械 43  81   1 3 103 0 0
電気機器 95  46   7 0 116 0 1
輸送用機器 37  23   0 0  35 0 0
精密機器 10  11   2 0  28 0 0
その他製品 17  39   1 0  49 0 3
電気・ガス業  0  18   0 0   6 0 0
陸運業  9  30   1 0  24 1 0
海運業  0   9   0 0   5 0 0
空運業  0   3   0 0   2 0 0
倉庫・運輸関連業  4  18   1 0  14 2 0
情報・通信業  3  70 316 0  10 2 0
卸売業 26 128  28 5 134 5 12
小売業 15  36  19 0  26 1 254
不動産業  1  14   2 0   4 98 1













　本研究では，EDINET と XBRL の導入によって，デジタルデータとして入手可能となっ
た非財務情報について，自然言語処理と機械学習の手法を用いて，定量的情報として分析





















（27） European Securities and Markets Authority（ESMA）は，2017 年 12 月 18 日，欧州単一電子フォーマット
にかかる Regulatory Technical Standards に関する最終報告書を公表した。最終報告書によれば，IFRS 連
結財務諸表は，IFRS タクソノミによって XBRL で記述されること，年次財務報告書のその他の部分は，
XHTML で記述されることが求められている。詳しくは ESMA［2017］を参照のこと。
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　一方で，本研究に関連して，さらに検討を要する点として，次の 3 点を挙げることがで











　3 点目は，クラスタリングのアルゴリズムの選択の問題である。本研究で用いた k 平均
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リサーチに注目した研究が行われている。ここでは，消費者の社会階層（Rich and Jain 








れた。消費者のライフスタイルを 5 つに分類した VALS 研究などはその代表的な成果と










メカニズムに注目した Nicosia モデル（Nicosia 1966）や Howard-Sheth モデル（Howard 
and Sheth 1969）などが開発される。また，その数年後，米国において消費者行動研究を
専門とする学会「Association for Consumer Research」が設立され，専門誌『Journal of 






モデルであった（Howard and Sheth 1969）。構成概念は，知覚構成概念と学習構成概念
に分けられ，後者を設定していることからも，本モデルは学習理論をベースとしているこ
とが読み取れる。これにより，消費者の反復購買に注目することが可能となった。
（1） Annual Review of Psychology には，定期または不定期で消費者行動研究に関する論文が掲載されている。
各論文では，消費者行動研究全体を鳥瞰したレビューが行われており，これらを読むことにより，論文発表
当時の学界における主要な関心事や，いままでの研究展開を容易に把握することが可能である（例えば，
Ariely and Norton 2009 ; Bettman 1986 ; Cohen and Chakravarti 1990 ; Guest 1962 ; Jacoby 1976 ; Jacoby, 
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Howard-Sheth モデルによると，消費者は学習機能を有しており，同一カテゴリーでの購
入を繰り返していくうちに，徐々に意思決定が簡素化されていくことが想定されている。














に支持される結果は得られなかった（Farley and Ring 1970, 1974；Lehman et al. 1974；
Lutz and Resek 1972）。
　こうしたなかで，刺激―反応型モデルに代わる新たなモデルとして提唱されたのが











の代表例といえるだろう（Petty and Cacioppo 1986）。また，購買意思決定プロセスを体
系化した EKB モデルは，幾度も改訂され，今日では基本的に情報処理パラダイムをベー
スとしたモデルへと進化している（Blackwell, Miniard, and Engel 2006）。情報処理パラ
ダイムの台頭に伴い，前述の Howard-Sheth モデルの改訂版となる Howard ニューモデル

















ていく（Brisoux and Laroche 1980）。ブランド・カテゴライゼーションの枠組みによると，
入手可能集合，知名集合，処理集合，想起集合という段階を経るにつれ，消費者が徐々に
選択肢数を絞り込んでいくプロセスが想定されている（Brisoux and Laroche 1980；恩蔵 
1995；守口 2012）。各集合にどれくらいの選択肢が入るかは製品カテゴリーによって異な
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とりわけ消費者の消費行為の意味や快楽性に焦点が向けられ（Hirshman and Holbrook 








置づけを議論する試みも行われた（阿部 2015；石井 1993；堀田 1991, 2006；堀越 2005）。
　今日においても，解釈主義的アプローチは衰えることなく展開されており，様々な研究
成果が発表されている（例えば，Belk 1988, 2009；松井 2013）。一方で，前述の情報処理
型の考え方も依然として強く定着しており，1980 年代以降，今日に至るまで消費者行動













性によって情報処理スタイルが異なること（例えば，Park and Smith 1989；Tybout and 
Artz 1994），目標がその後の製品評価（例えば，Brendl et al. 2003），考慮集合（例えば，












式化を図った研究（McAlister and Pessemier 1982；小川 2005；新倉 2005）などが展開
されている。
　消費者が有する目標は，情報取得にも影響を及ぼす。例えば，購買関与と外部探索行動
に正の関係が存在し，その結果，消費者の購買後満足も変化する（Punj and Staelin 
1983；Srinivasan and Ratchford 1991）。加えて，外部情報探索量は，購買関与（Jacoby, 
Chestnut, and Fisher 1978），製品知識（Beatty and Smith 1987），使用経験（Moorthy, 




のように影響を及ぼすのかが研究上の重要な関心事となる。例えば，Johnson and Russo 
（1984）は，製品知識と記憶の関係に注目し，関連情報を識別する能力などをはじめとし
た 3 つの能力が製品知識の増大に影響を与えることを明らかにしている。類似した研究は，
Srull （1983）や Hutchinson （1983）によっても取り組まれてきた。また，消費者の気分
（mood）が記憶にどのような影響を及ぼすのかについて検討した研究（例えば，Bower 
1981；Gardner and Vandersteel 1984），消費者の知識について「専門性（expertise）」の




（Loken 2006；髙橋 2011；新倉 2005, 2012）。カテゴリー化された知識について，多くの
研究はブランド拡張の文脈で論じており（Loken 2006），類似性概念を用いて拡張ブラン
ドと既存ブランドとの影響関係が探られている（Ahluwalia and Gurhan-Canli 2000；









（3） 消費者行動研究における関与概念の詳細については，青木（2004）；西原 （2013, 2015）を参照のこと。
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ても指摘されている。例えば，Simonson et al. （2001）は，過去の消費者行動関連ジャー
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らかにした。同様の傾向は，その後の研究によっても指摘されている。Wang et al. （2015）



























































る。購入予定時期を 4 分位法によって分割したところ，遠い群は平均で約 4 年後（n = 
25；M = 47.571），近い群は平均で約半年後（n = 28；M = 6.080）となった。それぞれの
群における重視属性の平均値を求めたところ，多くの属性において両群の違いが見られた
（図 2 ならびに表 1）。
　遠い将来に購買を予定している消費者が重視していたのは，「車種のイメージ」「企業メー




















t 値 p 値
遠い将来 近い将来
車種のイメージ 5.44 4.75 2.035 .047
企業メーカーのイメージ 5.60 4.79 2.149 .036
ボディのデザイン 5.56 4.71 1.684 .098
走行性能馬力やトルクなど 4.84 5.43 －1.798 .078
環境性能 5.08 5.00 .227 .822
燃費 4.28 5.43 －2.088 .042
価格 5.52 5.68 －.411 .683
図 2　自動車購入予定者の重視属性
注：図中の * は 5% 水準で有意，†は 10% 水準で有意の意。エラーバーは標準誤差（±1SE）を表している。
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タビューは，2010 年 2 月から 3 月にかけて行われ，都内の私立大学に通う大学生および
大学院が参加している。対象とした製品カテゴリーは，デジタルカメラ，スマートフォン，
パソコンの 3 つであり，これらの製品カテゴリーのいずれかを購入した，あるいは購入を
検討している参加者によって 2 つのグループが構成された（グループ 1 は 14 名，グルー







































している（青木 2012；安藤 2017；清水 2013）。企業が発信する広告だけでなく，DM や
アプリによって，消費者は日ごろから毎日膨大なメッセージを受け取る。Spenner and 
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（2） 公式・非公式システム統合重視型研究に関しては本論文の第 3 章第 1 節で後述する。
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　Schaltegger and Sturm（1998） と Schaltegger and Burritt（2000）の研究成果を踏まえ












 （1987）はこうした経営戦略の歴史を踏まえ，多様な定義を 5 つ（Plan,Ploy,Pattern,Position,Perspective）に
類型化した。本論文ではその中でも 2 つの基本的な P（Plan（計画）,Pattern（創発））に基づいて，経営戦略を
定義する。「計画（Plan）」としての経営戦略の概念定義は，「部分的無知の状態のもとでの意思決定のルー
ル（Ansoff 1965）」である。「創発（Pattern）」としての経営戦略の概念定義は，「行為者の意図の有無に関














Schaltegger and Sturm（1998）と Schaltegger and Burritt（2000）をふまえて筆者作成
【図表 1：環境マネジメント・コントロール推進プロセス】
（4） SBSC（サステナビリティ・バランスト・スコアカード）とは BSC を社会環境配慮型に改編したものであるが，
日本企業における実務的展開は現状では限定的である。ただ先行研究を体系化した研究として Hansen and 
Schaltegger（2016）を挙げることができる。
（5） Schaltegger and Burritt（2000）は以下のような図を用いて，環境マネジメント ･ コントロールの目指す本質
的方向性について指摘している。つまり環境マネジメント ･ コントロールは，環境パフォーマンスと経済パ
フォーマンスの長期的な調和（「グリーン ･ スター」の象限）を目指すビジネス ･ システムと言える。
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　図表 2 で 2 列目に表記されている手法が管理会計における意思決定会計であり，3 列目
（6） 環境マネジメント・コントロール・システムを構成する最重要の下位システムは環境業績評価システムであ













































































する管理会計研究として，安藤（2015）は細田他（2013）を踏まえて Norris and O’Dwyer 
（2004），Durden （2008），Riccaboni and Leone （2010）を指摘している。これらの先行
研究の中でも，公式システムと非公式システムの定義には微妙な差がみられるが，最も体
系的に先行研究を整理し，独自の見解を加えているのは Norris and O’Dwyer（2004）であ
る。Norris and O’Dwyer （2004） は，Ouchi （1977）の理論を踏まえ，公式システムを「組
織の目標を達成し，誤った行動を排除するために行動を指し示す文書化された手続きや方
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答しなければ，組織内で生存することは困難である。本論文における公式システムと非公




























　象限 A に属する研究の Merchant and van der Stede（2012）は，横田他（2016）の指

















































　以上の象限 A と B の研究はいずれも，従業員に対する心理的インパクトの面では，ネ
ガティブな特徴を持っていた。これに対して象限 C と D のタイプの研究は，いずれも組
織もしくは個人のパフォーマンスの向上に，企業の CSR への取り組みが効果的に機能す
るという主旨で一致している（13）。象限 C の研究は，企業の CSR への組織的な取り組みが，
組織パフォーマンスの向上に資するという主旨の研究であるが，その内容はさらに細かく
2 つに分けることができる。1 つは CSR に関する非公式・公式システムと，経済活動に関
する公式システムが有機的に統合した時に，経済と CSR のパフォーマンスの双方が向上
するという論旨である。これらのタイプの研究として，Norris and O’ Dwyer（2004），
Durden（2008），Riccaboni and Leone（2010）を挙げることができる。























システム，非公式システムを三位一体で効果的に機能させている Procter ＆ Gamble 社（P














また Rodrigue et al.（2013）は，ステークホルダーの特性と戦略的な環境業績評価システ
ムおよびその指標の関係を Simons（1995）にもとづいて論じている。
　象限 D の研究は，企業の CSR に対する取り組みが，従業員個人の長期的な教育や育成，
もしくは組織が社会にとって理想的な方向性を志向する上で有効であるといった論旨で共
通している。例えば Roberts（2003）は，Levinas（1991）の理論にもとづいて，組織の





そのため次節では象限 D に属する研究で，非公式システムによる CSR コントロールを直
接の研究対象とした Costas and Kärreman（2013）を詳しく再検討していくことにしよう。
3-2　Costas and Kärreman（2013）における 3 つの環境モチベーション

















































































































































































現状の CSR に対する評価 適した公式システム 効果
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事例 45 巻 7 号 40 頁以下（2013），同「ヤフー事件最高裁判決が示した法解釈―Auer 原則から得る行政解釈
への敬譲という示唆―」税務事例 48 巻 6 号 32 頁以下，同「租税訴訟における立法事実論と行政機関の優位
性―ヤフー・IDCF 事件における立案担当者の私的鑑定意見書を素材に―」税法 576 号 23 頁以下参照。












の平成 19 年 8 月期の損益計算書及びその期末における貸借対照表の記載内容……に照
らしても，本件退職慰労金を 3 年以内に分割支給することとしたことが不合理であると



































































（28）この点につき，東京高裁平成 7 年 9 月 26 日判決（税資 213 号 687 頁）参照。
（29）泉・前掲注 2,70 頁以下も参照。
―178―






































期は，法人税法 22 条 3 項及び 4 項に照らして，まずは発生主義と債務確定基準に従って
―179―













高裁平成 5 年 11 月 25 日第一小法廷判決（民集 47 巻 9 号 5278 頁）に照らして，疑問を投








































る行政解釈（通達や Q&A 等）が会計慣行を形成し，やがて，法人税法 22 条 4 項を通じ
て法規範化する（公正処理基準となる）のではないか，しかもその対象は相当広範囲にわ
たる可能性があるのではないかという懸念すら惹起される（32）。いわば通達による会計慣
行の組成と，当該通達ないし当該会計慣行の法人税法 22 条 4 項を媒介とした法規範化と
いう現象が生起することへの懸念ともいうべきものである。












　本判決は，本件第二金員を平成 20 年 8 月期の損金に算入するという本件会計処理は公
正処理基準に従ったものということができるという上記結論的判示の直後に，次の判示を
続けている。これは，原告が，取締役会決議において，本件退職慰労金の支給を決議した
（31）旧法時代の裁判例であるが，大阪地裁昭和 41 年 1 月 31 日判決（税資 44 号 10 頁）は，費用は特段の事情の
ない限り発生主義（権利確定主義）に基づいて帰属時期を決すべきであり，従業員退職金はその支給義務発
生日の属する事業年度に損金計上すべきであって，資金的余裕がなかったことは特段の事情に当たらないと
判示している。なお，渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書 19 輯 1 号 73 頁以下も参照。
（32）この点は，酒井克彦「会計慣行の成立と税務通達（上）・（下）」税務事例 47 巻 11 号 1 頁以下，48 巻 2 号 1
頁以下も参照。
―181―
泉　絢也：分掌変更等役員退職給与の課税関係に関する課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”（2・完）
ならば，その時点において，本件退職慰労金に係る債務は確定したのであるから，本件退
職慰労金に係る債務は，取締役会開催日の属する平成 19 年 8 月期における損金に算入す
べきである旨の被告の主張に対する応答である。



















　以上を約言すると，本件告知処分等に係る判断（争点 1 ないし 3）及び本件更正処分等
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満たしていないというべきである。」と主張する。他方，本件更正通知書では「平成 19 年
6 月期に確定した退職給与 250,000,000 円」と記載しており，本件第二金員を含む本件退





























泉　絢也：分掌変更等役員退職給与の課税関係に関する課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”（2・完）
又は容認する一方で，かような通達がもたらす弊害を取り除くことも自ら同時に主張又は
容認せざるをえない，という事情がある（このように法律からの委任もないままに，課税










る限り（同法 34 条 2 項参照），定期的に支払われる給与と同様，経費として，法人の所
得の金額の計算上損金に算入すべきものであることによるものと解される。そして，同






する（かかる解釈を継承する後続の裁判例として , 東京地裁平成 29 年 1 月 12 日判決・













































（35）有安正雄ほか監修『逐条詳解　法人税関係通達総覧―法人税基本通達編―』2429 及び 2432 頁（第一法規加
除式）。基本通達 9 － 2 － 32 注書の趣旨に関して，前掲東京地裁平成 17 年 12 月 6 日判決の判示内容及び同
事件における被告の主張も参照。
―185―








発生主義を採用する企業会計原則（第 2 の 1A）に適合していないため，他に積極的な根
拠を示すことができない限り，公正処理基準に従ったものとはいい難い。また，前掲最高



















（36）渡辺淑夫『法人税解釈の実際』390 頁（中央経済社 1989）。ただし , 現金支出時をもって費用を計上すること
が例外的に認められるケースも絶無ではないと考える（東京高裁昭和 47 年 5 月 10 日判決・刑集 28 巻 6 号
324 頁など参照）。なお ,中里実「所得概念と時間―課税のタイミングの観点から―」金子宏編『所得課税の
研究』142 頁以下（有斐閣 1991）, 浅妻章如「暫定的推計的課税」フィナンシャル・レビュー129 号 135 頁も
参照。
（37）成松洋一「報酬，賞与，退職給与及び寄附金等」税弘別冊通巻 1 号 170～171 頁参照。
（38）通達の機能については，酒井克彦『アクセス税務通達』21 頁以下（第一法規 2016）参照。
（39）新井隆一『行政法〔第 4 版〕』55 頁（成文堂 1980）参照。新井隆一「税務行政手続・序説」日税研論集 25
号 16 頁（1994），同「通達行政と税法通達のあり方」税通 50 巻 8 号 7 頁（1995），同「税法通達の本質」『公
益法人課税学校法人税制』105 頁（成文堂 1986）なども同旨。
―186―










Ⅳ　課税庁の “執着” と “隠れた行政指導”
1　逐条解説と実務講座Q&Aの影響力
　本判決が課税実務に与える影響は決して小さいものではないと思われるが，現在までの












（40）平岡久「訓令・通達」雄川一郎ほか編『現代行政法大系第 7 巻』213 頁（有斐閣 1985），同『行政立法と行





感じている。」と述べられる（首藤重幸「租税行政手続（通達・指導）」日税研論集 25 号 171 頁（1994））。
なお，解釈通達が，納税者との関係において行政法学上の行政指導の論理のなかにその位置を占めるべきも




トロール」税理 60 巻 11 号 2 頁以下参照。
（43）中山孝道「実務講座　法人税 Q&A分掌変更に伴う役員退職金の分割支給をした場合の損金算入」租税研究
809 号 461 頁以下。
―187―









































































（46）小原・前掲注 24，770 頁。この追加記述に関して，藤曲武美「法人税法における退職給与の意義」税弘 65
巻 2 号 151 頁以下も参照。
―189―



































執着” と” 隠れた行政指導” を垣間見ることができるかもしれない。
―190―


























　　例えば 3 回に分けて退職金を支払う場合，「第 1 回 X 年 X 月 X 日　○円」，「第 2




















































本判決は，争点 5 ないし基本通達 9－2－28 ただし書との関係では，もはや「分掌変更等」
―192―





の “隠（さ）れた意図” ないし “隠（さ）れた行政指導” が見え隠れしている。先に述べた
通達の行政指導機能及び納税者に対する通達の影響力に照らして，問題視せざるをえない。
　課税庁は，本判決を受けて，非公式の情報発信ないし指導ツールである逐条解説や実務
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〔抄　録〕
　分割支給した分掌変更等退職給与の損金算入の可否等が争われた事件において，東京地
裁平成 27 年 2 月 26 日判決（税資 265 号順号 12613）は，分掌変更等退職給与について，
法人税法上の退職給与に該当するという解釈を示した上で，実際に分割支給した日の属す
る事業年度の損金の額に算入した原告（納税者）の会計処理を支持した。

















　我が国では 2016 年 5 月銀行法等改正法において，銀行等による金融関連 IT 企業等へ
















（1） 日本銀行決済機構局 FinTech センター長河合祐子「FinTech が描く未来」日本証券アナリスト協会講演（2017
年 8 月 22 日）。
（2） 辻岡将基・白澤光音『「近時の Fintech に関する法制と動向」～諸外国の事例も踏まえて～』TMI 総合法律事
務所セミナー講演（2017 年 11 月 30 日）1-69 頁参照。金融庁出向経験なども踏まえて関連する法制度全体
の最新の動向をまとめている。
―197―












プ」第 1 回会合（2017 年 11 月 29 日）が開催されている（3）。
2．各分野毎の整理
　最初に FinTech 関連業務と法制度の大まかな整理を行っておきたい。















電子募集取扱業務（金融商品取引業等に関する内閣府令 70 条の 3 第 3 頂）の関連
規制が整備された。③第二種金融商品取引業者として登録が必要となる。




（3） 金融審議会「金融制度スタディ・グループ」（第 3 回 2018 年 1 月 17 日開催）討議・参考資料。
（4） 人工知能を利用し資産運用，資産管理のアドバイスを行うサービスおよびシステム。
―198―





























会社の場合は 15％）を超える議決権を取得・保有することができる（同法 16 条
の 2，52 条の 23 など）。前記の基準議決権数を超える議決権の取得等には，原則
（5） 横山淳「FinTech，仮想通貨などを巡る銀行法等改正法，成立 5％ルール，グループ経営管理，仮想通貨交
換業者など」大和総研（2016 年 3 月 25 日）1-6 頁，同「銀行の議決権保有規制等の緩和銀行法の 5％ルー
ルなどの見直し」大和総研（2016 年 4 月 13 日）1-10 頁参照。
（6） グループ全体の資金運用や共通システムの管理など。金融審議会「金融グループを巡る制度のあり方に関す
るワーキング・グループ報告～金融グループを巡る制度のあり方について～」（2015 年 12 月 22 日）6 頁。
金融庁「『情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律案』に係る説
明資料」（2016 年 3 月）3-6 頁。




















連 IT 企業等について 5％を超える議決権を取得・保有することを認める。子会社化も可
能となる。②銀行が子会社とすることができる従属業務を営む会社について，従属業務を
営んでいるかどうかを判定する基準の見直しを図る。銀行持株会社とその子会社が合算し
て取得・保有できる議決権の上限は，5％でなく 15％と定められる（銀行法 52 条の 24）。



















議決権保有規制（5％ルール）の適用除外対象にも追加される（銀行法等改正法 16 条の 4
―200―
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第 1 項）。認可基準等については特段の規定は設けられず，今後の政令・府令・ガイドラ
イン・実務運用などに依拠することになる。
第三章　FinTech 関連の 2017 年銀行法改正－オープンAPI による決済サービスの進展―
1．銀行との契約締結義務とスクレイピングならびに FinTech 企業との API 連携













































グラムを指し，この内銀行が FinTech 企業等に API を提供し，顧客の同意に基づいて銀























す（同 52 条の 61 の 8）。利用者に対する説明（電子決済等代行業者の権限に関する
（10）横山淳「電子決済等代行業，オープン API に関する 2017 年銀行法改正の概要」大和総研（2017 年 6 月 5 日）
1-8 頁参照。
―202―






（誠実義務）（同 52 条の 61 の 9）。電子決済等代行業者は，電子決済等代行業を行
う前に銀行との間で契約を締結して次の事項を定めなければならない（電子決済等







義務，報告書作成・提出義務を課す（同 52 条の 61 の 12，13）。当局の電子決済等
代行業者に対する監督権限（業務改善命令，業務停止命令，報告徴取，立入検査など）
を整備する（同 52 条の 61 の 14～17）。
　（d）　電子決済等代行業者の自主規制機関として認定電子決済等代行事業者協会に関す










API 導入に係る努力義務）（銀行法等改正法附則 11 条）。
第四章　オープンAPI 等にかかる欧米の規制の枠組み
1．オープンAPI 等に対するEU規制











ビ ス 指 令（PSD：PaymentServicesDirective） を 改 正 し て い る（PSD2：Revised






決済口座にかかる決済指図を伝達するサービス（PSD2 第 4 条第 15 項）。②口座情報サー
ビス提供者（AISP：AccountInformationServiceProvider）　利用者が他の決済サービ
ス提供者（銀行，電子マネー事業者，決済サービス事業者）に開設された 1 つまたは複数













けて問題となる。① PSD2 では決済指図を伝達することを業とする PISP と決済口座の情
報を利用者に提供することを業とする AISP を制度の対象として捉え，決済指図の伝達の



































63 条の 2～7 など）。仮想通貨交換業は内閣総理大臣の登録を受けた者（仮想通貨交
換業者）でなければ行うことは許されず（同 63 条の 2），違反者は刑事罰対象となる（同
107 条 5 号）。
（b）　仮想通貨交換業者の業務に関する規定，監督規定の整備（利用者保護のためのルー
ルの整備等）　仮想通貨交換業の登録を受けた仮想通貨交換業者に対して，次のよう
（15）横山淳「仮想通貨を巡る制度整備」大和総研（2016 年 5 月 20 日）1-17 頁参照。一橋大学大学院フィンテッ
ク研究フォーラム共催カンファレンス『ビットコインなどの仮想通貨とブロックチェーンの展望』（2018 年
2 月 9 日），同『フィンテック時代のコーポレートガバナンスと会計戦略』（2017 年 7 月 19 日）。
（16）金融審議会「決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ報告～決済高度化に向けた戦略的取組み～」






防止，手数料等の仮想通貨交換業にかかる契約内容など）（同 63 条の 10），利用者が
預託した金銭・仮想通貨の分別管理（18）（同 63 条の 11），仮想通貨交換業者に関する金
融 ADR 制度（金融分野における裁判外紛争解決制度）の導入（同 63 条の 12，99 条
～101 条など）。
　　　仮想通貨交換業者に対する当局による次の監督規定を整備する。帳簿書類の作成・
保存（同 63 条の 13），事業報告書（19）の当局への提出（同 63 条の 14），立入検査等（同
63 条の 15），業務改善命令等の処分権限（同 63 条の 16 など）。
（c）　マネーローンダリング・テロ資金供与対策　仮想通貨交換業者に対して口座開設時
における本人確認義務などを適用する（銀行法等改正法に基づく犯罪による収益の移






















（22）前掲決済高度化 WG 報告 29 頁。現時点では供託・信託を行うことができないとしている。
（23）第 186 回国会答弁書第 28 号（内閣参質 186 第 28 号 2014 年 3 月 7 日）。
―206―
































































（25）LEX/DB25541521/ 東京地方裁判所平成 27 年 8 月 5 日判決（第一審）/ 平成 26 年（ワ）第 33320 号。鈴木尊
明「ビットコインを客体とする所有権の成立が否定された事例」TKC ローライブラリー『新・判例解説




（26）矢作大祐「仮想通貨が内包するリスクと各国の対応」大和総研（2016 年 3 月 3 日）1-9 頁参照。BIS（2015）
CommitteeonPaymentsandMarketInfrastructures,“DigitalCurrencies,”November2015.
（27）国際商取引学会ブロックチェーン・シンポジウム資料（2017 年 11 月 12 日一橋大学）・第 5 報告「ブロック
チェーンの政策的課題」（田澤元章）44-52 頁参照。この他第第 1 報告「ブロックチェーンと国際取引法」（久




























































　AML/CFT に関する政府間機関である FATF（FinancialActionTaskForce 金融活動
作業部会）は，2014 年 6 月仮想通貨に関する初のガイダンス “VirtualCurrencies:Key






















（30）松嶋隆弘「仮想通貨に関する法的諸問題～近時の裁判例を素材として～」税理 60 巻 14 号（平成 29 年）2-8
頁参照。なお判決の理論構成については，伊藤眞『破産法・民事再生法（第 3 版）』有斐閣（2014 年）421 頁，
江頭憲治郎『商取引法（第 7 版）』弘文堂（2013 年）255 頁，中島弘雅『体系倒産法Ⅰ（破産・特別清算）』
中央経済社（2007 年）425 頁。
―210―
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銀行において 10％以上を占め約年間 2,700 億ドルが規制コンプライアンス関連の支出とな





























　米国では銀行業に進出せんとする FinTech 企業の増加を受け，2016 年 12 月通貨監督












IBM による金融コンサルティング企業 PromontoryFinancialGroup の買収が金融業界への本格的参入を示
すものとの見方がある（ベンチャーキャピタル PropelVenturePartners 社のパートナーRyanGilbert 氏）。
https://techcrunch.com/2016 / 09 / 29 /watson-financial-services-is-born-out-of-ibms-purchase-of-promontory-
financial-group/.







総研（2017 年 5 月 31 日）1-7 頁参照。佐藤広大「米 OCC によるフィンテック企業への特別目的国法銀行免
許の付与構想を巡る議論」野村資本市場クォータリー2017 年秋号 1-10 頁。
―212―


































金融規制－国際的な動向とフィンテックへの対応－」日本証券アナリスト協会講演（2017 年 7 月 28 日）。もっ
とも更に長期的なスパンでみれば，FinTech 企業に対する銀行免許付与等の段階にまで進んだ暁には，規制
の縄張り拡大・強化の反面，別の RegulatoryArbitrage が起こりうる過程で当該国からの FinTech 技術流
失に繋がるリスクはあろうか（私見）。













　仮想通貨については，仮想通貨取引所大手から 2018 年 1 月 26 日保有していた仮想通貨
（NEM）が不正に外部へ送信され顧客からの預かり資産 5 億 2,300 万 XEM が流出する事
故が発生した。2018 年 1 月 29 日金融庁はみなし仮想通貨交換業者（資金決済に関する法
律の一部改正に伴う経過措置 8 条 1 項・2 項・3 項）コインチェック株式会社に対し改正


















るコーポレート・ガバナンス－ 2003 年・2012 年アクションプランに基づく取組み－」。
 （2018.1.20 受稿，2018.2.23 受理）
（46）読売新聞 2018 年 2 月 13 日朝刊。利用者保護のため，資産の分別管理や相場操縦，インサイダー取引規制の
導入も検討すべきとする（京都大学教授・前日本銀行初代フィンテックセンター長岩下直之）。
―214―
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〔論　説〕
員を含め，2018 年 3 月末までにグループで 100 人の採用を計画する。通常，同社では正
社員になるには週 40 時間の労働が必要だが，社員の事情に合わせて働き方の選択肢を広
げる。また非正社員やアルバイトから限定正社員になれる転換制度がある。ファミリーレ





た。日本 KFC ホールディングスも同様の制度を 2016 年に導入した。（53）
　また転勤のない正社員の制度を，人手不足を見据えて，全国展開する企業が相次いで導
入している。2014 年 4 月に，「モスバーガー」を運営するモスストアカンパニーは，「支
社のエリア内の転勤のある正社員」より基本給が 1 万円少ないが，昇進・昇格では区別し
ない限定正社員制度を導入した。2016 年 3 月に，コールセンター大手，ベルシステム 24
は，転勤のない地域限定正社員制度を導入した。同社の制度では，地域限定社員になる場
合，現在の勤務地での転換が原則である。新卒で入社後，4 年目から選択できる。初の募
集だった 2017 年 3 月だけは，特例で最初の勤務地に移ることが認められた。全国転勤が
ある正社員と地域限定正社員の相互転換も可能である。ただ，地域限定正社員への切替は
毎月受け付けているが，全国転勤のある正社員への転換は，全国規模の人事異動に影響す
るので，年 1 回に限られる。全正社員 1100 人のうち，地域限定正社員は約 100 人である。
人事担当者は「環境の変化を通じて人は成長する。転勤は重要」と前置きしたうえで，「転
勤を希望しない人も増えている。長く働いてもらうために選択肢を設けた」と話す。同社





これまで，妻と長男（9 歳），次男（4 歳）の 4 人の家族連れで任地を回ってきたが，転勤
族のままでは子どもの進学や郷里の両親の老後が気がかりだった。だが，地域限定正社員
に転換すると，基本給が 5％減り，ボーナスは 6 割も減り，管理職にも登用されない。こ
のように待遇が下がるため悩んだが，「上を目指したい気持ちはあったが，家族との時間
を大切にしたい」と限定正社員への転換を決断した。地域限定正社員の導入は，他社にも
広がる。2016 年 8 月には，総合スーパーのイオンリテールが，基本給は同じだが，転勤
の範囲に応じて払われる「エリア給」はないうえ，昇進は原則支社の部長級か店長までに
限定する制度を導入した。2017 年 1 月には，警備のセコムが，原則として同じ県内で勤
務し，営業所長までは昇進できるうえ，給与の差は多くて数千円の制度を導入した。セコ
ムの中山社長は，当該制度の導入によって「満足のいく採用結果が出ている」としている。
同年 3 月には，百貨店の高島屋は給料が 1 割少ないし，管理職にもなれない制度を導入し
（53）日本経済新聞 2017 年 6 月 14 日朝刊。
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た。高島屋の山口人事部長も「いい人材が採れれば，地域限定を増やしたい」と話す。（54）
　なお非正社員を限定正社員ではなく正社員に転換する動きもある。例えば，クレジット
































（54）朝日新聞 2017 年 7 月 17 日朝刊。
（55）朝日新聞 2017 年 8 月 15 日朝刊。
（56）朝日新聞 2017 年 7 月 17 日朝刊。
（57）濱口桂一朗「『ジョブ型正社員』という可能性」神野直彦・宮本太郎編『自壊社会からの脱却』（岩波書店，











保するため，店舗スタッフを除く社員が在宅勤務できる日数を週 1 日から最大週 5 日に拡
大する。食品大手のカルービーも 2017 年 4 月，在宅勤務を選べる日を週 2 日から最大週











6 人ずつのメンバーが半年に 1 回ほど，1 泊 2 日の合宿で各自の夢や悩み事について社長
と語り合う。家族を招く社員旅行も毎年実施する。（60）トヨタは，2016 年に子育て支援や介
護離職を防ぐため，ほぼすべての総合職を対象とした在宅勤務制度を導入した。2017 年







と労働法の課題』（商事法務，2015 年）89 頁，前掲，和田 71-72 頁・153-154 頁，前掲，荻野 69-71 頁参照。
（59）朝日新聞 2017 年朝刊，7 月 24 日朝刊。
（60）朝日新聞 2017 年 7 月 24 日朝刊。
（61）日経新聞 2017 年 8 月 2 日夕刊。
（62）朝日新聞 2017 年 7 月 24 日朝刊。
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婦パート層が主力であり，その比率は 1 割台だったが（65），1990 年代以降の非正規雇用の
かなりの部分は，未婚の若年層や扶養家族を有する中高年層が占めるようになった。バブ
ル崩壊後の 1993 年ごろから「就職氷河期」となり非正規雇用労働者のうち 20 歳前半まで
の層での非正規雇用は増加した。15 歳―24 歳（就学中を除くの）非正規雇用労働者比率は，
1993 年に 11.5％に過ぎなかったのに，2013 年には 32.3％に達した。（66），全雇用の中での非
正規雇用の割合は，性別では 1980 年当時女性で過半数（56％）を超えており，非正規雇
用の内部では約 7 割を占めている。（67），2012 年には共働き世帯が，787 万の片働き世帯よ






48 歳）の場合，時間当たりの給与は，930 円（69）過ぎず，週 5 日勤務でも手取りは月 10 万
円ほどである。2016 年度に最低賃金が 25 円上がったが，増えた手取りは月 2000 円ほど
に過ぎない。貯金はできず，節約のため持病の治療の通院回数を少なくしている。（70）2016












（69）神奈川県の 2016 年度の最低賃金は，一番高い東京の 932 円に次ぐ 2 番目に高い 930 円である。















　そこでその地位の安定化を図るため，2012 年（平成 24 年）改正により無期への転換制
度（労契法 18 条）が導入された。この制度は，同一の使用者の下で，2 つ以上の有期契
約の通算期間が 5 年を超えるという要件を満たす場合，労働者は，無期契約への転換を使
用者に申し込むことができるというものである。労働者がこの申込をすると，使用者は転
換を拒否できず承諾したものとみなされ（同法 18 条 1 項前段），その結果，無期契約が成
立し，有期契約が終了した翌日から，無期契約が開始する。その労働条件は，別段の定め
ない限り，従前の有期労働契約の内容である労働条件（契約期間を除く）と同一のものと
される（同条同項後段）。なお，通算 5 年の計算は，この規定（労契法 18 条）の施行後（平
成 25 年 4 月 1 日以後）に新規締結あるいは既存の契約の更新で「初日」を迎える有期契
約から通算を開始するから，無期転換の申し込みができるのは，2018 年（平成 30 年）4
月 1 日以降である。したがって施行前に何年も更新してきたとしても，その年数は含めな
いということである。さらに契約と契約との間に原則として 6ヵ月あいた場合は通算しな
い。（73）平成 25 年に，大学・研究所等の研究者については，無期転換までの通算期間を「5 年」
から「10 年」とする特例が設けられた。




有期契約が更新される，という形になった。本条の主要な守備範囲は，労契法 18 条の 5
年の無期転換ルールとの関係から，5 年を経過する前の雇止めである。（75）これと並んで，






















図るため，2017 年 6 月 23 日，会社員の 11.6％を占める「有期雇用の事務系社員」すべて
2018 年 4 月から順次，転居を伴う移動がない「正社員」に「転換」する方針を明らかに
した。対象は，京都本社や東京・名古屋などの拠点で電話対応や資料作成などをして働く
約 390 人である。そのうち 95％が女性であるという。（77）またコールセンター業界は慢性的






リングも「契約社員」約 1800 人のうち契約期間が 1 年を超える，約 1600 人を「無期雇用」
に切り替えた。（78）
パートタイム労働者（短時間労働者）（79）









就労モデルと労働法の課題』（商事法務，2015 年）311-313 頁・317-318 頁・324-339 頁参照。
（77）朝日新聞 2017 年 6 月 24 日朝刊。















や格差問題への社会的関心を受けて，2007 年（平成 19 年）に，全面的に改正された，パー




























（81）日経新聞 2017 年 7 月 14 日朝刊。
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も担える社内資格を持つ人」である。2017 年 8 月中に関東を中心に 20～30 人の採用を始




（9 条）。（83），次に，2013 年の改正労契法 20 条の有期雇用における不合理な労働条件の禁




















（82）朝日新聞 2017 年 8 月 1 日朝刊。
（83）前掲，荒木 46-47 頁参照。
（84）前掲，荒木 49 頁，荒木尚志＝菅野和夫＝山川隆一「詳説労働契約法［第 2 版］」（弘文堂，2014 年）89 頁参照。
（85）長町雄一郎「パートタイム労働法の改正」法教 409 号（2014）68-71 頁，奥田香子「改正パートタイム労働
法と均等・均衡待遇」季労 246 号（2014）13-24 頁，緒方桂子「パートタイム労働者に対する処遇の格差是正・
再考―21014 年パートタイム労働法改正を契機として」労旬 1828 号（2014）6-15 頁，櫻庭涼子「公正な待
遇の確保」ジュリ 1476 号（2015）22-28 頁参照。
































同一業務について 1 年を超えるは派遣受け入れが禁止される（法 40 条の 2）。1 年を超え
て継続して派遣先で就労した派遣労働者については，派遣先は直接雇用の努力義務を負う
ことになった（法 40 条の 3）。この期間制限は，派遣による常用代替防止を図る面があるが，
他面 1 年で派遣が打ち切られるおそれがあるから，1 年を超えて働きたい派遣労働者の意
思や雇用の継続の利益を軽視するものである。
　それから，紹介予定派遣（ジョブ・サーチ型派遣）は職業紹介を予定して行われる派遣
（87）前掲，和田 20-21 頁，西谷敏・中野麻美「派遣法改正で雇用を守る」（旬報社，2009 年）64 頁以下，104 頁
参照
（88）派遣社員は，2015 年現在，約 120 万人，2017 年現在，事務職スタッフ約 43 万人で派遣全体の 3 割を占め，
職種別で最も多い（日経新聞 2017 年 6 月 29 日朝刊）。
（89）前掲，和田 106 頁。
（90）濱口桂一朗「労働者派遣システムを再考する（2）- 登録型派遣の本質」時の法令 1811 号 2008 年 33 頁以下，
同「請負・労働者供給・労働者派遣の再検討」学会誌労働法 114 号 2009 年，88 頁以下。
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派遣法の定着を待つ等の理由で 1 年遅らされた。その後，2003 年に派遣法が改正され，




された。もっとも製造業の場合，2007 年 3 月以降に期間 1 年から 3 年に延長された。専
門 26 業務（秘書・通訳・パソコンなどの「事務用機器操作」など）の派遣の更新回数規
制が撤廃され，3 年を超える派遣実施が許されることになった。ところが派遣労働者の派

















に短いものが多く，3 カ月未満が約 3 分の 2 である。04 年度の「労働者派遣事業報告書」
によると，3ヶ月未満が 65％，3ヶ月以上 6ヶ月未満が 21％であり，更新の有無で生活の
安定が左右される不安定で足場の弱い細切れ雇用が大半を占める。




にある。その数は，2014 年 6 月現在で 2 万 6 千人と，2 年前に比べて 6 割強減った。とは
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が解禁されている。またいわゆる「士業」の労働者派遣はこれまで「業務の専門性を守る
必要がある」などの理由で認められていなかった。しかし民間のニーズが高く，派遣を解






























































バル化等の環境変化を受けて検討すべき “職務基準” の制度の在り方」労働時報　第 3902 号／16.1.8／1.22　
120-122 頁参照）。
（95）前掲，和田 209-212 頁参照。
（96）平成 28 年 12 月の同一労働同一賃金の実現に向けた検討会中間報告 1-5 頁参照。
（97）前掲，和田 142-143 頁参照。
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　国税庁長官官房企画課が 2017 年 3 月に公表した「会社標本調査　調査結果報告―税務
統計から見た法人企業の実態―（第 11 表　法人数の内訳）」（以下，会社標本調査とする。）
によれば，我が国の企業（株式会社・合資会社・合名会社・合同会社等）数は全体で 2,641,848
社あり，このうち中小企業は 2,618,399 社（全体の 99.11％）と示されている。中小企業は
現在，帝国データバンクが 2017 年 1 月に公表した「第 9 回：全国『休廃業・解散』動向




チが 2016 年 12 月に公表した「全国『老舗企業』調査」によれば，創業 100 年以上の企業
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〔研究ノート〕












「中小企業の会計に関する指針」（以下，中小指針とする。）が 2005 年 8 月に公表された。
その後，中小企業庁と金融庁の共同による「中小企業の会計に関する検討会」を経て，















（2） 会社標本調査によれば，資本金 1 億円以下の同族会社は 2,512,993 社であり，2,618,399 社と比較すると全体
のうちの 96％が同族会社と示されている。
（3） 奥村昭博「ファミリービジネスの理論　昨日，今日，そしてこれから」『一橋ビジネスレビュー』63 巻 2 号，
東洋経済新報社，2015 年 8 月，6 頁。
（4） 日経 BP 社「データが証明！ファミリー企業は強い」『日経ベンチャー』日経 BP 社，2007 年 4 月，20 頁。
（5） 後藤俊夫『ファミリービジネス―知られざる実力と可能性―』白桃書房，2015 年，15 頁。
（6） 久保田敬一・斎藤進「企業の持続的成長と日本同族企業の新研究」『武蔵大学経済学会』第 61 巻第 3・4 号，
武蔵大学経済学会，2014 年 3 月，12 頁。
（7） 後藤俊夫「第 1 章　ファミリービジネスの定義」2 頁。
ファミリービジネス白書企画編集委員会編著・後藤俊夫監修『ファミリービジネス白書 2015 年版―100 年経
営をめざして―』同友館，2016 年。
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（8） 岡本吏郎『実学　中小企業パーフェクト会計』ダイヤモンド社，2011 年，17 頁。
（9） 帝国データバンク「TDBREPORT92 号―特集伸びる老舗，変わる老舗―」2008 年，4 頁。
（10） 後藤佳菜子「第 1 章　老舗の全体像―イメージと定義―」13 頁。
前川洋一郎・末包厚喜編著『老舗学の教科書』同友館，2011 年。
（11） 帝国データバンク「TDBREPORT92 号―特集伸びる老舗，変わる老舗―」2008 年，2 頁。を参考されたし。
（12） 後藤俊夫「日本経済再生のカギは『長寿企業』にあり」『BestPartner』第 28 巻第 9 号，浜銀総合研究所，
2016 年 9 月，5 頁。
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渡邉　圭：中小ファミリー企業における業績財務データの推移に関する一考察
い。創業 300 年以上の企業を対象とした我が国の企業形態のタイプを表 1 に示す。
　表 1 のように，創業 300 年以上の企業のうち最も多い企業形態は非上場会社で創業家が


















　我が国の法人税法 2 条 10 号には「同族会社とは，会社の株主等の 3 人以下並びにこれ
らと政令で定める特殊の関係のある個人及び法人がその会社の発行済株式又は出資の総数
又は総額の 100 分の 50 を超える数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定
める場合におけるその会社をいう」と示されている。このことから，我が国におけるファ
ミリー企業の定義は画一されていないことがわかる。我が国の法概念の同族会社は必ずし

























出所：グロービス経営大学院『創業 300 年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか』東洋経済新報社，2014 年，27 頁。
（13） 奥村昭博，前掲論文，7 頁。
（14） 今村明代『創業者一族の経営とコーポレートガバナンス』中央経済社，2017 年，28 頁。
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もファミリー企業を意味するものではないのである。





























出所：Chandler,A.D.,Jr.The Visible Hand: The Managerial Revolution in American Business.BelknapPress.1977.p9.（鳥
羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代：アメリカ産業における近代企業の成立（上・下）』中央経済社，1979 年，16 頁。）
　　　菊地浩之『日本の 15 大同族企業』平凡社，2010 年，16 頁。
　　　倉科敏材「第 1 章　オーナー企業は今」，6～7 頁。
　　　倉科俊材編著『オーナー企業の経営―進化するファミリービジネス―』中央経済社，2008 年。
　　　落合康裕「第 1 章　ファミリービジネスの定義」，5 頁。
　　　後藤俊夫監修・ファミリービジネス白書企画編集委員会『ファミリービジネス白書　2015 年版―100 年経営をめざし
て―』同友館，2016 年。
　　　吉村典久『日本の企業統治－神話と実態』NTT 出版，2007 年，141 頁。
　　　久保田敬一・斎藤進「企業の持続的成長と日本同族企業の新研究」『武蔵大学経済学会』第 61 巻第 3・4 号，武蔵大学





































2 条 1 項 2 号 1 億円以下 100 人以下 会社及び個人 卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの。
2 条 1 項 3 号 5,000 万円 100 人以下 会社及び個人 サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの。
2 条 1 項 4 号 5,000 万円 50 人以下 会社及び個人 小売業に属する事業を主たる事業として営むもの。
同法 5 項には，「『小規模企業者』とは，おおむね常時使用する従業員の数が 20 人（商業又はサービス業に属する事業を主た
る事業として営む者については，5 人）以下の事業者をいう」と示されている。
　また，中小法人について法人税法 57 条 11 項には「普通法人……のうち，資本金の額若しくは出資金の額が 1 億円以下であ
るもの又は資本若しくは出資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）」と示されている。
　租税特別措置法 42 条 4 項において中小企業者とは，「① 資本金の額または出資金の額が 1 億円以下の法人ただし，同一の
大規模法人に発行済株式または出資の総数または総額の 2 分の 1 以上を所有されている法人および 2 以上の大規模法人に発行

















式：　売上高運転資金比率：　＝45,000 円＋ 55,000 円500,000 円 × 100 ＝ 20％
　売上高が 10,000 円上がるごとに，10,000 円 ×20％＝ 2,000 円の運転資金が必要になる。
企業の当期純利益が全て留保されると仮定して，留保利益からどれくらいの資金を調達で
きるかを算出する。
式：　売上高留保利益率：　＝ 20,000 円500,000 円× 100 ＝ 4％
　売上高 10,000 円に対して，利益は 400 円（10,000 円 ×4％）しか積み上がっていないこ
とがわかる。10,000 円の売上高を創出するには，（2,000 円 ÷400 円）×10,000 円＝ 50,000
円の売上高が必要になる。また，留保利益は 400 円のため，400 円 ÷2,000 円＝ 20％しか
留保利益から資金調達ができていないことになる。
　これにより，売上高を 30％伸ばそうとすると，30％－ 20％＝ 10％は借入金で調達しな
ければならないことがわかる。留保利益のみで資金調達するためには，次のような式が成
り立たなければならない。
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満の企業，資本金 1 億円以上の企業，上場会社に区分して業績財務データの比較を行う。









資本金 1 億円未満の企業……株式会社 YM（創業 1875 年）
資本金 1 億円以上の企業……AS 工業株式会社（創業 1912 年）
上場会社……松井建設株式会社（創業 1586 年）
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　続いて卸売業の企業の売上高推移を見てみる。
卸売業
資本金 1 億円未満の企業……KK 社（創業 1883 年）
資本金 1 億円以上の企業……MO 株式会社（創業 1917 年）
上場会社……長瀬産業株式会社（創業 1832 年）
表 4「過去 30 年の平均自己資本利益率・平均売上高成長率（建設業）」
株式会社 YM AS 工業株式会社 松井建設株式会社
自己資本利益率※ 1 3.11％ 3.45％ 4.44％
売 上 高 成 長 率※ 2 1.53％ －0.63％ 1.88％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。
計算式：（n 年度売上高÷初年度売上高）^｛1÷（n － 1）｝－1
出所：筆者作成。





資本金 1 億円未満の企業……OG 社（創業 1841 年）
資本金 1 億円以上の企業……FS 社（創業 1819 年）
上場会社……株式会社　丸栄（創業 1615 年）
表5「過去30年の赤字決算の数と平均自己資本利益率・平均売上高成長率（卸売業）」
KK 社 MO 株式会社 長瀬産業株式会社
自己資本利益率※ 1 4.61％ 5.68％ 4.11％
売 上 高 成 長 率※ 2 －1.26％ 3.57％ 1.72％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。
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※　1989 年の売上高が低いのは，会計期間の変更によるものである。
図 3「過去 30 年間の売上高の推移（小売業）」
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渡邉　圭：中小ファミリー企業における業績財務データの推移に関する一考察
　さらに，資本金 1 億円未満の企業，資本金 1 億円以上の企業，上場会社で過去 10 年の
平均売上高成長率と平均自己資本利益率の相関関係について下記に示す。
表6「過去30年の赤字決算の数と平均自己資本利益率・平均売上高成長率（小売業）」
OG 社 FS 社 株式会社　丸栄
自己資本利益率※ 1 12.22％ 5.75％ 2.86％
売 上 高 成 長 率※ 2 2.64％ 0.41％ －4.26％
※ 1　自己資本利益率の利益額は留保利益額で計算している。
※ 2　売上高成長率は CAGR（CompoundAverageGrowthRate）により計算している。









1.0 または－1.0 完全な相関 完全な相関関係が認められた。
出所：図 3 のグラフは筆者作成。
―246―
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相関係数：0.37　　低い相関関係が認められた。
※資本金 1 億円以上の企業 25 社を対象とし過去 10 年の年平均売上高成長率と平均自己資本利益率を求めて算定した。
相関係数：0.27　　低い相関関係が認められた。
※上場企業 29 社を対象とし過去 10 年の平均売上高成長率と平均自己資本利益率を求めて算定した。
出所：筆者作成。
相関係数：0.61　　相関関係が認められた。








































































































（1） 文部科学省『高等学校学習指導要領解説商業編』実教出版，2010 年 5 月，7 頁。
（2） 全国商業高等学校長協会『商業教育 130 周年記念「次期学習指導要領に向けて」現行学習指導要領に基づく
教育課程（商業）の実施状況と課題そのⅠ』2014 年 10 月，6 頁。
（3） 全国商業高等学校長協会「学習指導要領改訂への提言（中間まとめ）」2015 年，10 月，4 頁。
（4） 株式会社リクルートエージェント（現株式会社リクルートキャリア）https://www.r-agent.com/guide/
ranking/shikaku/（2017 年 12 月 22 日）を参考されたい。
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（5） 桜井久勝『財務会計講議第 11 版』中央経済社，2010 年，1 頁～5 頁。
（6） 桜井久勝，同上書，1 頁～5 頁。
（7） 渡邉泉『帳簿が語る歴史の真実―通説という名の誤り―』同文社，2016 年，164 頁。
（8） 桜井久勝，前掲書（注 5），1 頁～5 頁。














した「企業が求める資格ランキング」（13）の 1 位が，日商簿記検定 2 級である。また，日経キャ





















com/guide/ranking/shikaku/（2017 年 12 月 22 日）を参考されたい。
（14）日経キャリアマガジンと日本経済新聞，日経 Biz アカデミーhttp://bizacademy.nikkei.co.jp/feature/article.
aspx?id=MMACz2001006012014&page=3（2017 年 12 月 22 日）を参照されたい。
（15）全国商業高等学校長協会，前掲書（注 3），4 頁。
（16）日本商工会議所 https://www.kentei.ne.jp/bookkeeping/about（2017 年 12 月 22 日）を参照されたい。
（17）塚辺博崇「大学内における簿記講義実施上の諸問題とその解決策―新潟経営大学簿記学習センターの取り組











　我が国における高等学校の学科別割合は，2016 年 5 月のデータによると，普通科




















生であれば参加でき，費用は教材費のみで受講料は無料である。2017 年 11 月検定に向け
た 2 級講座には，70 名の学生が在籍していた。その学生の高等学校出身学科の比較を図
表 1 で示した。
（18）文部科学省　高等学校学科別生徒数・学校数 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/genjyo/0212
01.htm（2017 年 12 月 22 日）を参照されたい。
（19）同上，文部科学省　高等学校学科別生徒数・学校数 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/
genjyo/021201.htm（2017 年 12 月 22 日）を参照されたい。
（20）松本敏史「大学教育の現場における会計教育の課題」『企業会計』8 中央経済社，2007 年 8 月，84 頁。
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　図表 1 のように，日商簿記検定 2 級を目指している出身学科別割合は，普通科出身が




等学校主催簿記検定 1 級（以下，「全商簿記検定 1 級」とする。）取得者が対象である。




























年 12 月 22 日）を参照されたい。





















も身に付けていく。その期間中の出欠状況を図表 2 と図表 3 で示した。
　図表 2 は普通科出身学生の出欠状況を表したものである。講義に全て出席した学生は
18.8％であり，欠席回数が 1～2 回が 37.5％，3～4 回が 28.1％，5～6 回が 6.3％，7～8 回
が 3.1％，9～10 回が 3.1％，それ以上が 3.1％であった。
　図表 3 は商業科出身学生の出欠状況を表したものである。講義に全て出席した学生は
32.0％であり，欠席回数が 1～2 回が 36.0％，3～4 回が 12.0％，5～6 回が 8.0％，7～8 回
図表 1　「学生の出身高等学校の比率」
図表 1：高等学校出身学科の比較（2 級講座受講学生のアンケートにより著者作成。）
（23）柴健次「再度，会計教育研究の本格化を望む」『企業会計』63（12）中央経済社，2011 年 12 月 ,7 頁。
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　（3）　学習時間の比較
　次に出身学科別に自主学習時間を比較する。瑞穂会の講義は，平日が週 3 日各 90 分，
土曜日が 9 時から 17 時まで行っている。したがって，学生の自主学習時間はそれ以外の
時間であるため，曜日別に調査をした。図表 6 は普通科出身学生，図表 7 は商業科出身学
生の自主学習時間である。
　平日は大学の授業やアルバイトをしている学生もおり，1～2 時間の学習時間しか確保
















　検定試験の結果，図表 8 のような結果が出た。合格者の割合は，商業科出身者 24.0％，







































2011 年から小学校において新学習指導要領が実施され，5 学年から年間 35 単位時間，外
図表８　「出身学科別合格者割合の比較」
図表 8：出身学科別合格者割合の比較（2 級講座学生アンケートにより著者作成。）










（25）文部科学省　小学校外国語活動 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gaikokugo/index.htm（2018 年 1
月 11 日）を参照されたい。
（26）文部科学省「プログラミング教育実践ガイド」http://jouhouka.mext.go.jp/school/pdf/programing_guide.
pdf（2018 年 1 月 11 日）を参照されたい。
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（平成 29 年 1 月～12 月）
本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
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